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第１章 調査の概要 

１．１  調査の目的 

ＧＩＳの普及が進む中で、今後、一般的に利用が可能な、より詳細な大縮尺地図

データが求められるようになることが予想される。 

現在、地方自治体あるいはユーティリティ関連の公益企業などが、個々の目的に

応じて、縮尺 1/500 程度の大縮尺地図データの整備を進めている。しかし、大縮尺

地図データの整備・利用については、依然として経費の負担が大きいため、重複投

資の回避や効率的な整備・利用の検討が重要な状況にある。 

本調査は、平成１３年度から上記の状況を踏まえた上で、望ましい大縮尺地図デ

ータの整備・利用のあり方について、多角的な検討を行うことを目的に実施してい

る。 

今年度は、前年度に検討した効果的な大縮尺地図データの整備・利用のあり方

についての結果を踏まえ、地方自治体が大縮尺地図データを効率的に整備・利用

する場合における具体的な方策について、検討することを目的として実施したもので

ある。 
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１．２   調査の内容 

 本調査は、図－1.2.1 に示すフローに従って実施した。また、昨年度の調査と同様

に、有識者から構成する「大縮尺地図データの整備・利用に関する検討委員会」を

設置し、助言を受けることとした。 

 

１）大縮尺地図データの整備・利用に関する動向調査 

２）動向調査結果のまとめ 

大縮尺地図データの基盤となる世界測地系に準拠した

基準点成果の構築方法の事例 

公共測量における要求精度と作業規程との関連 

動向調査 

効率的な整備・更新方法の検討 

  望ましい大縮尺地図データの整備・利用のあり方に関する検討・課題 

 

●要求精度に見合うデータの整備 

 地方自治体が要求精度に応じた作業規程を策定するための検討が必要 

●適切な品質評価 

 民間を含めた外部機関が作成したデータの品質評価を地方自治体ができ                   

るような仕組みが必要 

●位置参照点の活用 

 地方自治体が位置参照点を利用して地図データの更新を行う方法について    

の検討が必要 

●統合利用への連携 

 複数の機関が整備したデータの統合利用についての環境の整備が必要 

「大縮尺地図デー

タの整備・利用に

関する検討委員

会」での検討 

平成13年度調査の検討内容 

平成14年度調査の検討内容 

大縮尺地図データの整備方法の事例 

大縮尺地図データの更新方法の事例 

図－1.2.1 調査作業フロー 
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第２章 大縮尺地図データに関する動向調査 

２．１ 調査概要 

（１） 調査目的 

「大縮尺地図データの整備・利用に関する動向調査」は、大縮尺地図データの効

率的な整備及び有効活用等に関し測量行政のあり方を具体的に検討するために、

平成１３年度の調査作業で課題となった以下の３つの事項について、大縮尺地図デ

ータを整備している地方自治体等を対象に調査を実施した。 

 

① 他機関との連携による地図データの整備 

② 電子申請等を活用した地図データの更新 

③ 地図データの整備における要求精度 

 

（２） 調査対象機関 

 調査の対象とした機関は、大縮尺地図データが整備されている地方自治体から選

定し、表－2.1.1 に示す県区市町村とした。 

 

表－2.1.1 調査対象の市町村等 

都道府県名 調査対象機関 

埼玉県 さいたま市 

 川口市 

茨城県 土浦市 

千葉県 市川市 

神奈川県 川崎市 

 横須賀市 

東京都 葛飾区 

 世田谷区 

福岡県 福岡市 

熊本県 人吉市 

高知県 高知県 

香川県 高松市 

石川県 金沢市 

富山県 婦中町 

 山田村 

京都府 宇治市 

大阪府 豊中市 

三重県 松阪市 

山形県 山形県 

 尾花沢市 

島根県 松江市 
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（３） 調査方法 

調査は、表－2.1.1 に列記した各市町村等に対して、ヒアリングを行うことで実施し

たが、具体的なヒアリング項目は、以下に列記する事項とした。 

 

●運用中のＧＩＳの名称、種類 

●上記システムで利用されている大縮尺地図データの整備状況 

 （データ名称、縮尺精度、データのソース） 

●データの更新方法、プロセス 

●他機関との連携の状況 

●その他特記すべき事項 

 

 ヒアリングの結果は、巻末資料－１に添付する。 
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２．２   調査結果のまとめ 

 効率的な大縮尺地図データの整備・更新方法を検討するために、以下の視点でと

りまとめた。 

 

（１） 他機関との連携による地図データの整備 

       本調査で得られた結果によると、大縮尺地図データの整備・運用を他機関と連携

して実施することについては、新しい方策ということもあり積極的に検討している地方

自治体は少数であった。また、検討している地方自治体においても、整備における

「費用分担」、「地図データの仕様の統一」、制度面における「著作権」及び「個人情

報保護」等といった点を課題として上げている。 

他機関との連携について、各地方自治体が課題として上げている事項を表－2.2.1

に整理した。 

 

表－2.2.1 他の機関との連携による地図データ整備の動向調査結果 

連携の方法 調査結果 

他の地方自治体との連携 ・地図データ仕様の統一の問題 

・異なる要求精度による位置精度の整合の問題 

・費用分担の問題 

民間事業者との連携 ・地図データ仕様の統一の問題 

・著作権、個人情報保護等のデータ運用に関する法制

度面の問題 

・データ利用料等、費用負担の問題 

 

 

（２） 電子申請等を活用した地図データの更新 

大縮尺地図データを多目的に使用していくためには、常に更新を行って最新の

状態にしておくことが求められる。しかし、更新については労力及び経費等の負担が

大きいため、効率化を図ることが急務となっている。そこで、電子自治体化が進む中、

大縮尺地図データの更新に電子申請及び電子納品成果の活用も考えられる。 

本調査の結果によると、電子申請や電子納品が確立されていないということもあり、

電子申請及び電子納品成果を活用して大縮尺地図データの更新を実施している機

関は少数なのが現状である。しかし、世田谷区や豊中市、川口市などのように日常

業務の中で申請書の添付図を数値化して更新データの取得を行っている機関もあ

る。 

電子申請などを使用するために、各地方自治体が課題として上げている事項は、

以下に列挙する事項である。 

 

・添付地図が任意座標で作成されている。 
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・各部署に申請される地図データについて、利用するためのシステム化を図る必要

がある。 

・電子申請を活用するためのマニュアルがない。 

・申請が多いので添付地図を活用するためには、作業を担当する職員が必要とな

る。 

 

（３） 地図データの整備における要求精度 

地方自治体における要求精度に関する調査結果では、多目的に利用される道路

台帳図、都市計画図、地籍調査成果図などの大縮尺地図データについては、高い

位置精度が要求されている。しかし、主題図については、かならずしも高い位置精度

が要求されてはいない。 

一方、施設管理業務で利用される図面（管理図面）については、管理対象となる

施設と他の地物との相対的な位置精度が要求されているほか、「現時点でどこに何

があるか」を知る「情報の鮮度」も重要視される傾向となっている。 

大縮尺地図データを効率的に整備するには利用目的を勘案し、要求する位置精

度を決めることも必要となる。位置精度を規定している公共測量作業規程について

は、要求精度に応じたものを策定すればよい。しかし、現時点では、地方自治体がこ

のような対応を図ることは困難であるため、国土交通省の公共測量作業規程等に準

拠する場合が多い。 

平成１３年度公共測量実態調査（表－2.2.2、図－2.2.1）によると、国土交通省公

共測量作業規程などを使用又は準用している機関が多数を占めていることがうかが

える。 

 

表－2.2.2 公共測量に使用される作業規程の状況回答数 

選択肢 回答数 回答総数に占める 

割合（％） 

モデル規程注）を使用又は準用 1,308 83 

独自に作成した規程を使用 56 4 

その他の規程を使用 202 13 

回答総数 1,566  

未回答 229  
 

注） モデル規程 

「建設省公共測量作業規程」、「国土交通省公共測量作業規程」、「建設省土地区画整理事

業測量作業規程」、「農林水産省構造改善局測量作業規程」、「農林水産省農村振興局測

量作業規程」 
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モデル規程を使用又
は準用

83%

その他の規程を
使用
13%

独自に作成した
規程を使用

4%

図－2.2.1 公共測量に使用される作業規程の状況 

 

 

（４） 大縮尺地図データの利用 

大縮尺地図データを多くのユーザが利用していくためには、大縮尺地図データを

保有している機関が広く提供することが必要である。大縮尺地図データが提供される

ことによって、多様なニーズに応えることや重複投資の回避につながる可能性があ

る。 

 地図データの提供に関しての調査結果では、ＣＤ－ＲＯＭでの提供、ＷＥＢでの公

開などが一部の地方自治体おいて見られるが、地図データを公開している地方自治

体は少ないことがうかがえた。 

 

 

 

回答のあった市町村のうち、約 83％の

市町村において、モデル規程を使用又は

準用している。一方で、独自に規程を策

定している市町村は 4％に過ぎず、市町

村において、独自の規程を策定すること

はかなり難しいことがうかがえる。 
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第３章 効率的な大縮尺地図データの整備・更新方法 

３．１   検討の概要 

３．１．１ 検討の目的 

行政、経済活動などの広範な分野において、極めて大きな役割を果たすＧＩＳの

普及が進む中で、大縮尺地図データは、ＧＩＳで利用される公共性の高い情報であ

るが、整備・更新については、依然として労力及び経費の負担が大きいため、効果

的かつ効率的な方法の検討が必要となっている。 

また、平成１３年に測量法が改正され、基本測量及び公共測量が従うべき測量の

基準のうち、経緯度の測定は、これまでの日本測地系に代えて世界測地系に従って

行わなければならない。既に日本測地系で実施されている公共測量成果を使用して

公共測量を行う場合には、世界測地系への移行が必要となる。 

本章では、大縮尺地図データの整備・更新及び世界測地系への移行を地方自治

体が実施する場合における実務上の事例の一つとして、先進的に行っている世田

谷区、豊中市、市川市での実施方法と実施する場合における留意点を「大縮尺地図

データ整備・利用に関する検討委員会」で検討し、その結果を整理したものである。  

 

 

３．１．２ 検討委員会の構成 

本調査作業を円滑かつ効率的に推進するために、昨年度と同様に学識経験者等

からなる「大縮尺地図データの整備・利用に関する検討委員会」を設置し、調査・検

討に際して助言を受けた。 

検討委員会のメンバーは、専門分野の学識経験者のほか、ＧＩＳについて積極的

に取り組んでいる地方自治体の職員とした。 

委員名簿、議題については、表－3.1.1 及び表－3.1.2 に示すとおりである。 
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表－3.1.1 検討委員会委員等 

担当 氏名 所  属 

委員長 清水 英範 東京大学大学院教授 

東明 佐久良 大妻女子大学教授 

碓井 照子 奈良大学教授 

大澤 裕 埼玉大学教授 

大場 亨 市川市 

霜村 亮 世田谷区 

委員 

向佐 秀雄 埼玉県 

北村 崇史 総務省 

柿崎 恒美 国土交通省 

オブザーバ 

宮石 晶史 国土交通省 

矢口 彰 

谷岡 誠一 

鎌田 高造 

奥山 祥司 

小須賀 洋 

高山 直樹 

 

常澄 治義  

国土交通省国土地理院 

 

表－3.1.2 各回の議題 

 議 題 

第 1 回 ・大縮尺地図データ整備・利用の動向と課題 

第 2 回 ・大縮尺地図データ整備・更新方法の事例 

第 3 回 ・大縮尺地図データの整備・更新及び世界測地系への移行方式 

・公共測量における要求精度と作業規程との関連性について 

第 4 回 ・効率的な大縮尺地図データの整備・更新に向けて 
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３．２ 大縮尺地図データ整備方法 

－東京都世田谷区及び大阪府豊中市の事例－ 

３．２．１ 概要 

業務の効率化及び行政サービスの向上等を図る上で必要となっている大縮尺地

図データについては、「整備コストの削減」及び「データ流通の促進」が、大きな課題

となっている。 

こうした課題を解決するために、東京都世田谷区では、平成１２年から行政（区）と

民間事業者での「PPP 方式（官民パートナーシップ ：Public Private Partnership）」を

採用し、大縮尺地図データの整備・運用を実施している。一方、大阪府豊中市では、

高精度な基準点を高密度に整備し、「豊中市ディジタルマッピング測量作業規程」を

策定して、平成７年から９年までの３年間で大縮尺地図データの整備を行い、庁内等

で有効活用を図っている。 

本節では、世田谷区及び豊中市で採用された方法の骨子を整理して示すとともに、

他の地方自治体がこの事例を参考にする際注意すべきと考えられる事項を検討して

付記した。 

 

３．２．２ 世田谷区における整備方法   

（１） 大縮尺地図データ整備事業の内容 

 世田谷区における大縮尺地図データ整備事業の概要は、表－3.2.1 に示すとおり

である。 

 

表－3.2.1 世田谷区における大縮尺地図データ整備事業 

項目 内  容 

対象とする領域 世田谷区全域 

データの内容 500 レベル、2500 レベル、10000 レベルの３種類（データ取得

項目と取得方法による）。 

10000 レベルのデータは、500 レベル及び 2500 レベルのデー

タからの構築ではなく、別座標で作成している。 

全てのデータは、図郭分割せず、シームレスのデータセットとし

て作成している。 

民間事業者との契

約方式 

PPP 方式（民間事業者が航空測量等によりデジタルマッピング

データを独自に構築整備し、所定の契約に基づいて世田谷区

での利用を許諾する） 

民間事業者との更

新 作 業 の契約期

間 

平成１３年度から１０年間 
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（２） 官民の役割分担 

 世田谷区における大縮尺地図データの整備方法は、PPP 方式によるものである。

具体的には、パートナーとなる民間事業者が事業費を負担して大縮尺地図データの

整備・更新作業を行い、区は毎年度の契約によって、「使用料」を支払うという仕組

みである。官民の役割分担を表にまとめると、表－3.2.2 に示すとおりである。また、こ

の事業の全体イメージは図－3.2.1 に示すとおりである。 

 

表－3.2.2 官民の役割分担 

主体 役  割 

世田谷区 品質保証・整備事業費一部負担（初年度はデータ使用料も含む） 

データ使用料の支払い（毎年） 

民間事業者 データの整備、データ更新、提供・販売 

 

 

世田谷区 

大縮尺 

地図データ 

民間事業者 

大縮尺 

地図データ 

他のユーザ 

・民間企業、その他の地方自治体 等 

提供 

整備・更新作業 

委託 

（整備事業費一部負担） 

提供 

販売 
購入・ 

使用料 

品質保証 
使用料 

住民 

インターネット等

による情報提供 

図－3.2.1 事業の全体イメージ 
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（３） 事業実施フロー 

現在、世田谷区において実施されている大縮尺地図データ整備事業の流れを、

図－3.2.2 に示す。 

事前準備 
・事業の計画 

・募集する民間事業者の検討 

民間事業者の募集、選定 

データ仕様の検討 

（基本仕様書） 

協定の締結（基本協定書） 

事業の実施 
・大縮尺地図データの著作権 

・大縮尺地図データの利用 

・品質管理 

・大縮尺地図データの更新 

 

図－3.2.2 世田谷区における大縮尺地図データ整備実施フロー 
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（４） 事業実施の具体的方法 

図－3.2.2 に示したフローの各項目について、以下に説明する。 

 

１） 事前準備（事業の計画） 

世田谷区が PPP 方式により大縮尺地図データ整備を行った経緯等は、以下のと

おりである。 

世田谷区では、「東京都が整備している地図データ」及び「民間企業が市販して

いる地図データ」を行政サービス等で共通に使用してきたが、著作権等で利用を制

限されているうえ、位置精度及び更新時期が不明確であるという問題が生じていた。 

そこで、世田谷区では、大縮尺地図データを効率的かつ効果的に整備し、いかに

公共サービスの向上を図れるか、その仕組みを検討してきた。その結果、整備コスト

の削減を図り、自由に地図データを利用できることを可能にし、より質の高い公共サ

ービスの提供を実現する方法として、民間活力を利用するPPP 方式を採用することと

した。 

世田谷区では、この事業を実施する事前準備として「事業計画」及び「企画提案コ

ンペに参加できる企業の選定」を行った。 

 

２） データ仕様の検討 

世田谷区では、整備すべき大縮尺地図データの「データ仕様」について、区内部

での職員への聞き取り調査を実施するとともに、検討委員会等を設置し、取得項目、

位置精度、データの構造、データの品質基準等を検討した。図－3.2.3 にその手順

を示す。また、データ基本仕様書については、巻末資料－２ に添付する。 
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必要とする地図情報項目、精度に関する聞き取り調査 

データ仕様検討組織の設置 

調査結果とりまとめ 

データ仕様の審議 

データ基本仕様書の決定 

大縮尺地図データの仕様検討を実施する組織（チー

ム）を、実務担当職員から人選し、構成した。 

各部局が業務遂行時に大縮尺地図データを利用する

にあたり、必要とする事項及び要求する品質等につい

て、実態調査を行った。（各部局単位に、アンケート

調査等の形式で実施） 

各部局の代表者によって構成される検討委員会及

び同部会を設置した。部会において上記調査結果

を整理、分析した上で、「データ基本仕様書」の原

案を作成した。 

検討委員会において、上記原案について審議を行っ

た。 

データ基本仕様書（案）作成 

上記調査結果をとりまとめた 

 

図－3.2.3 世田谷区における大縮尺地図データ仕様の検討手順 

 

大縮尺地図データの仕様の策定に際しては、作成目的を明確にした上で、必要と

する地物とその地物の必要な品質をどの程度のものにするかといったことをまとめる

ことが必要である。世田谷区の場合、上記のように内部で組織を設置して検討したが、

他の地方自治体も内部で十分に「地図データに要求する内容」を議論することが必

須となる。 

特に、地図データの品質については、自らが策定した仕様書の内容により、民間

事業者が整備した地図データの品質を評価（検査）することになるので、地方自治体

の要求に応じた品質基準をよく吟味し、仕様書に明記しておくことが必要である。 

 

３） 公共測量の手続き 

世田谷区では、民間事業者が整備する大縮尺地図データの項目のうち、多目的

に利用する 「道路縁」、「歩道」、「河川境界」については、測量法に基づく1/500 の

精度が確保された公共測量成果とし、これ以外の項目については、測量法第 6 条に
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定める「基本測量及び公共測量以外の測量」によりデータ整備を行うこととした。なお、

公共測量に該当する部分については、世田谷区が定めた公共測量作業規程に基

づき実施するとした。 

 

【参考】公共測量を実施する場合の測量法に関する事項 

測量法第５条の規定によると、「測量に要する費用の全部若しくは一部を国 又は公

共団体が負担若しくは補助して実施する測量」は、「公共測量」に該当することとなる。こ

の場合、測量計画機関である地方自治体は、あらかじめ作業規程を定めて、国土交通

大臣の承認を得ることが必要となる。 

さらに、地方自治体が公共測量を実施しようとする場合には、「実施計画書」を国土地

理院長に提出し、技術的助言を求めることが必要となる。 

基本測量及び公共測量以外の測量（測量法第６条）を実施する場合についても、測

量法第４５条の規定により、あらかじめ国土交通大臣に届けることが必要である。 

測量法は、測量の重複の排除及び測量の正確さの確保すること等を目的として、上

記のような手続きの規定をしている。 

 

 

４） 民間事業者の募集、選定 

世田谷区では、PPP 方式のパートナーとなる民間事業者について、測量会社を対

象に、企画提案書の提出依頼の送付及び説明会の開催などによって募集を行った。

説明会では、企画書等評価基準、基本協定書、データ基本仕様書等を提示し、説

明を行った。データ基本仕様書について具体的には、以下の点を説明している。 

 

・取得すべきデータ項目及びその定義 

・各データ項目のデータ構造（空間属性、主題属性） 

・各データ項目に要求される品質 

・メタデータへの記載 

 

PPP 方式では、パートナーとなる民間事業者の選定方法が事業遂行において重

要なプロセスとなる。世田谷区での選定は、企画書等評価基準に基づき「今後 10 年

間に区が民間事業者に支払うデータ使用料」及び「データ整備費用のうち、区が負

担する金額」を重視した評価を行い、最高点となる企業とした。 

PPP 方式は、多様な事業を想定しているため、一般には、世田谷区のように事業

者の業種を限定する必要はなく、事業に参加する全ての事業者が対象となる。世田

谷区の場合は、初めての試みであったこと、また、データの内容で重要な項目につ

いては、公共測量成果とすることから測量業者を対象としたものである。 
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世田谷区での PPP 方式による実施方法は、形式としては「公募型プロポーザル方

式」であり、地方自治法第２３４条における契約の締結と何ら変わりはない。 

 

【参考】測量法における測量業者に関する事項 

公共測量を実施する場合には、測量法の規定により、測量業者の登録を受けて、

測量業を営む者が選定の対象となる（測量法第 10 条の２、10 条の 3、第５５条）。 

 

 

５） 協定の締結 

世田谷区では、大縮尺地図データの整備・更新を適正かつ確実に実施することを

目的として、民間事業者との間で基本協定を締結した。策定された基本協定書は、

巻末資料－３のとおりである。 

 

６） 事業の実施 

 世田谷区の PPP 方式による大縮尺地図データの整備事業では、パートナーとなる

民間事業者が測量作業、データ構築作業を行っている。世田谷区では、これに関係

する事項について、以下のプロセスで実施している。 

  

①大縮尺地図データの著作権等 

 世田谷区では、PPP 方式で整備した大縮尺地図データの著作権について、公共

測量成果となる部分を除き民間事業者に所属することとしている。ただし、地図デー

タの調整から３年を経過した場合には、民間事業者は地図データの全ての権利を世

田谷区に無償譲渡とすることを規定している。 

また、民間事業者が大縮尺地図データの内、公共測量成果に関する部分につい

ては、測量法第４３条又は第４４条に定める承認を得た上で、その他の部分に関して

は自由に、これを第三者に販売若しくは、提供を行うことができると基本協定書に明

記している。 

 世田谷区の事例に限らず、公共測量成果を複製、使用する場合には、測量法第 

４３条、４４条の規定にしたがって、測量計画機関の長の承認を得ることが必要とな

る。 

 なお、測量法第４３条、４４条は、測量成果を再利用する際に正確さを損なわない

ための規定であり、知的財産権の取り扱いに関する規定ではない。 

 

②大縮尺地図データの利用 

世田谷区では、民間事業者が作成した大縮尺地図データについて、区が使用料

を支払った上で、使用許諾条件に基づき、無期限に利用することができることとして
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いる。ここで使用料は、毎年度、世田谷区の積算と民間事業者の見積りを比較検証

して決定し、世田谷区の指示によってデータの仕様及び使用許諾条件を変更しない

限り、翌年度の使用料は、前年度の使用料を上回らないこととなっている。なお、使

用料の支払いに関しては、毎年「リース契約」を締結することとなっている。 

大縮尺地図データの使用許諾条件は、以下のとおりである。 

 

・地物の真位置との差が標準偏差において 1.75m 以内である地物については、

データを一括して磁気媒体に記録し配布又は頒布することを除き（公共の目的 

に使用する場合を除く）、いかなる利用も世田谷区の自由とする。 

・デジタルオルソについては、データを一括して磁気媒体に記録し、又は一括して 

焼き増しし、複写、印刷して配布又は頒布することを除き（公共の目的に使用す 

る場合を除く）、いかなる利用も世田谷区の自由とする。 

       ・上記以外のデータ等については、いかなる利用も世田谷区の自由とする。 

 

 地方自治体が大縮尺地図データを利用する方法は多種多様であるが、世田谷区

においては、図－3.2.4 に示すような業務等で利用している。 

 

 

大縮尺地図データ 

・都市計画 

・まちづくりで利用 

・財産管理 

・住民へ提供 

・印刷物（全図、施設案        

内図、医療マップ等） 

・全庁的利用 

・公共施設現況図 

・まちづくりで利用 

1/500で利用 

・住民基本台帳骨格 

・道路台帳 

・区域線調査 

・まちづくり事業 

・測量事業者へ提供 

1/2,500で利用 
1/10,000で利用 

図－3.2.4 世田谷区における大縮尺地図データの利用分野 

 

 

 

 



 18

 

 

③大縮尺地図データの更新 

 世田谷区では、大縮尺地図データの更新作業を民間事業者が毎年 1 回行い、更

新の時期は世田谷区と民間事業者が協議して定めると基本協定書に明記している。

このとき、世田谷区は、この作業の効率化のため、後述する「日常更新」で取得され

る更新箇所等の情報を民間事業者に提供することとしている。 

 大縮尺地図データの更新作業は、航空写真測量などにより、定期的に全域を一括

して更新する「定期更新」と、日常的に発生する更新情報を用いて部分的に更新し

ていく「日常更新」の２種類がある。日常更新は、3.3 節で詳述するように、行政の日

常事務において発生する情報に基づいて実施するため、PPP 方式では効率が悪く、

定期更新作業についてのみ対象とすることが現実的である。 

 

④品質管理 

世田谷区では、大縮尺地図データの品質管理を民間事業者が行い、その結果を

報告させるようにしている。具体的には、民間事業者は、大縮尺地図データの品質

管理として、「データ整備の工程管理」、「完成したデータに対する品質評価」を実施

し、これらの報告書を世田谷区に提出する。これらに基づいて、世田谷区では、地図

データ基本仕様書に記載されている要求品質の達成状況について評価を行うように

しており、民間事業者による品質管理が適正に行われていることを検証する仕組み

となっている。 

 地方自治法において、地方自治体は、民間事業者が作成した大縮尺地図データ

の成果について「検査」を実施し、品質が確保されていることを確認する必要がある

ことが規定されている。したがって、PPP 方式であるにしても、作成された地図データ

は、グラフィックデイスプレイ又は出力図や参照データ、民間事業者が作成した品質

評価報告書等に基づいて、仕様書の要求品質を満足しているかどうか確認する必

要がある。 

 

 



 19

３．２．３ 豊中市における整備・運用 

（１） 大縮尺地図データ整備事業の内容   

豊中市における地図データの整備は、基準点や道路境界点の成果の管理･提供、

道路台帳図の修正の繰り返しによる精度の劣化、道路台帳を有効利用するという３

つの課題を解決するために 1991 年度に始まったものである。同年、情報政策研究

会において「地図情報部会」が設置され、その後の検討を経て、1997 年度には 500

レベルの地図データである「基本図データベース」の構築を完了している。1998年度

には「基本図データベース」が情報政策課に移管され、翌年度からこのデータベー

スを用いた「庁内共有地図情報提供システム（WebGIS）」及び住民サービス用の「地

図情報の提供システム(インターネットGIS)」が順次構築されている。 

豊中市で整備された基本図データベース（以下大縮尺地図データという。）の内

容は表－3.2.5 に示すとおりであり、道路台帳付図の記載項目を中心に、道路、道路

施設、公共施設、家屋など330 項目が登録されている。 

 

    表－3.2.5 豊中市における大縮尺地図データ 

項 目 内       容 

対象とする領域 豊中市全域 

データ内容 ・500 レベルの地図データをディジタルマッピングで整備した。 

・市内に基準点を約 11,000 点（1k ㎡に約 300 点）を設置し、個別

に行われる測量（測量法６条に基づく測量を含む）の整合性の

確保を容易ならしめるため、また、自ら行う測量の精度確保とコ

スト削減を進めるため、測量を行う際には必ずこれを利用するよ

う行政指導を行っている。 

・上記の基準点については、「点の記」を作成し、施策を確実なも

のとするため、管理に努めている。（点の記：基準点の周辺の目

標物からの相対位置関係を説明した資料） 

・500 レベルの地図データの取得項目は、国土交通省公共測量

作業規程に記載されている項目に市独自の項目を加えて全部

で 330 項目である。 

・各建物ポリゴンには住居表示番号、建物調査番号、水栓番号を

付し、各土地ポリゴンには土地調査番号を付して、各種台帳と

のリンクが可能となっている。 

整備期間 平成７年度から９年度までの３年間 

 

豊中市は、大縮尺地図データの作成手法について、デジタルマッピング方式を採

用しているが、その主な作業工程は、全域を縮尺 1/3,000 で航空写真を撮影し、こ
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れと市内に設置された 1200 点の３級基準点（地下埋設にしているふたを対空標識と

して利用）を使用して空中三角測量を実施した後、この成果を用いて数値図化を行

っている。また、隠蔽部については、市全域に整備された約 8,000 点の基準点及び

約 72,000 点の道路境界点を利用してＴＳ地形測量により現地補測（現地補備測量）

を実施している。 

豊中市の大縮尺地図データの特徴として、各建物のポリゴンに住居表示番号、建

物調査番号及び水栓番号が付加されており、各種台帳とのリンクが可能となってい

る。 

 

（２） 事業実施フロー 

 豊中市における大縮尺地図データ整備方法を図にまとめると、図－3.2.5 に示すと

おりである。 

航空写真撮 影  

〔縮尺1/3,000     

で撮影      〕 

空中三角測 量  

〔３級基準点  

（1,200点）使用〕 

 TS地形測量  

〔基準点（8,000点）、道路境界点(72,000点）使用〕 
 

【隠蔽部】 

基本図 データベース 

（大縮尺地図 データ） 

数値図化  

〔500レベル〕 

図－3.2.5 豊中市における大縮尺地図データ整備フロー 

 

 

（３） 大縮尺地図データの利用について 

豊中市では、大縮尺地図データを多くの部局で共通に活用することによって、経

費の削減、業務の効率化及び行政サービスの向上などの効果が図れるとして、この

地図データを本市における重要な情報基盤と位置付けている。そのために、1997 年

度に管理部局だけでなく「都市情報システム部会」で具体的な活用方策を検討し、

「地図データベース活用方策」を策定して、2000 年度には、市の情報をインターネッ

トで提供できる地図情報の提供システムを構築している。 

以下に同市における大縮尺地図データの利活用について説明する。 

 

１） データの公開 

 豊中市では、大縮尺地図データをイントラネットにより庁内の各部署で共有化して

いるだけでなく、一般市民に対してインターネットによる公開及びＣＤ－ＲＯＭによる
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販売も行っている。庁内イントラネットによるシステムは、「地図情報提供システム（豊

中 WebGIS）」と呼ばれており、現在、庁内 366 台、庁舎外の事務所(中学校を含む)

で 248 台が稼動し、全庁的なＧＩＳ利用の基盤となっている。 

 

２） 庁内における業務支援アプリケーション 

 庁内の各部署では、大縮尺地図データを用いた各種アプリケーションを構築し、運

用しているが、具体的には、表－3.2.6 に示すとおりである。 

 

表－3.2.6 豊中市における大縮尺地図データを用いた業務支援アプリケーション 

部 署 名 システム名称 内    容 

境界確定管理システム 基準点、境界点情報管理、区域確定、境界明示、

境界証明図出力の機能がある。 

道路台帳管理システム 道路調書作成、道路台帳図出力の機能がある。 

道路施設維持管理シス

テム 

道路照明施設維持管理、道路工事情報管理、カ

ーブミラー情報管理、道路標識・案内板情報管

理、安全施設情報管理、街路樹・除草情報管理、

道路維持受付票管理のサブシステムで構成され

ている。 

道路敷地管理システム 道路敷地の所有権、取得原因について検索・照

会・更新ができる機能がある。 

道路認定業務支援シス

テム 

認定業務について、議会提案の決裁資料、議会

資料及び告示書の作成を支援する。 

道路占用物管理システ

ム 

ライフラインの占用物（上下水道、ガス、電気、通

信等）の年次計画、数量集計、占用料の管理を行

う。 

土木部道路管理室 

法定外公共物特定作

業支援システム 

地方分権推進法施行に伴う、旧国土交通省所管

の法定外公共物（里道、水路）が市町村に譲与さ

れるのに対し、譲与財産を特定する作業を支援す

る。 

建築都市部建築指導課 道路判定支援システム 位置指定道路、建築基準法施行前道路など、建

物建築に係わる道路データが入力されている。 

財務部固定資産税課 固定資産評価情報管

理システム 

各家屋図形、土地図形と課税マスターとのリンク

が可能となっている。 

下水道部 下水道台帳システム 現在開発中。2003 年度稼動予定 

市民生活部市民課 住居表示新築届支援シ

ステム 

建物ポリゴン作成機能や建物図形更新を行う機

能がある（詳細は 3.3.3 節）。 

市民生活部商工労政課 商業情報提供システム 過去に蓄積した膨大な商業情報と基本図データ

ベースとを組み合わせて、小売業活性化、地域消

費者の利便性を高めるための支援を行う。 

消防本部 消防防災情報システム 基本図データベースに住民基本台帳の住所と世

帯主、消火栓、防火水槽、目標物を付加した地図

を整え、指令台での検索装置として活用してい

る。今後、延焼シミュレーション等のへ拡充を予定

している。 

水道局 水道情報システム 水道に関する情報の一元的な管理及び共有を図

るシステムを目指し現在構築中である。 

政策推進部防災課 防災カルテ管理システ

ム 

各種防災データを庁内で共有化情報として基本

図データベースに展開を図っている。 

教育委員会社会教育課 遺跡情報管理システム 遺跡管理台帳と遺跡管理地図システムからなり、

埋蔵文化財の発掘届出の業務を支援する。 
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３．３   大縮尺地図データ更新方法 

－東京都世田谷区及び大阪府豊中市の事例－ 

３．３．１ 概要 

大縮尺地図データの更新には、大きく分けて以下の２種類がある。 

 

①大縮尺地図データの情報の鮮度を確保するために日常業務を遂行する中で行

う日常更新 

②位置精度の確保等をするために定期的に一括して行う定期更新 

 

東京都世田谷区及び大阪府豊中市では、それぞれ平成１３年度及び平成９年度

からこれらの方法により、大縮尺地図データの更新を実施している。 

以下、世田谷区及び豊中市で採用されている方法の骨子を整理して示すとともに、

他の地方自治体がこの事例を参考にする際注意すべきと考えられる事項を検討し付

記した。 

 

 

３．３．２ 世田谷区における更新方法 

（１） 対象となるデータの内容 

世田谷区における更新方法の対象となる大縮尺地図データの内容は、3.2.2 項の

表－3.2.1 で示した内容と同様であるが、再度示すと以下のとおりとなる。 

 

表－3.3.1 世田谷区における更新方法の対象となる大縮尺地図データ 

項 目 内    容 

対象とする領域 世田谷区全域 

データの内容 500 レベル、2500 レベル、10000 レベルの３種類（データ取得

項目と取得方法による）。 

10000 レベルのデータは、500 レベル及び 2500 レベルのデー

タからの構築ではなく、別座標で作成している。 

全てのデータは、図郭分割せず、シームレスのデータセットとし

て作成している。 
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（２） 事業実施フロー 

世田谷区における大縮尺地図データの更新手順は、図－3.3.1 に示すフローのと

おりである。 

 

更新データの発生 
・申請の受付 

更新データの取得 
・職員による入力作業 

日常更新 

更新データの提供 
・定期更新作業の基礎資料として民間業者に提供 

定期更新 
・民間事業者により実施 

 

図－3.3.1 世田谷区における大縮尺地図データ更新作業フロー 

 

大縮尺地図データは、更新作業を行って常に最新の状態にしておくことが望まし

い。また、大縮尺地図データの更新作業を行う場合には、作成したときの測量と同程

度の位置精度で実施することが望ましい。更新作業による位置精度の低下を防ぐこ

とが、多目的に利用できる大縮尺地図データとしての利用価値を守るうえで重要とな

る。しかし、データの利用目的によっては、位置精度を多少犠牲にしても大縮尺地図

データの新鮮度を確保することが必要な場合もある。このような場合には、申請書の

添付地図、電子申請の地図データ及び電子納品を利用することも検討する。 

大縮尺地図データの更新は、更新情報に関係する部署が実施することが効率的

である。しかし、既往の組織の職員は、日常の業務に追われていることもあり、データ

更新について十分に対応している余裕がないのが実情のようである。関係する部署

での正確な更新作業が困難な場合は、更新情報が要求する位置精度等を満たさな

いことを承知の上で、「仮置きデータ」として位置づけて利用することも可能である。こ

のような柔軟な運用により対処することが現実的である。              

なお、更新周期が長くなればなるほど、経年変化も多くなり更新経費も高くなる可

能性がある。 
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（３） 事業実施の具体的方法 

世田谷区における大縮尺地図データ更新作業の具体的な方法を、図－3.3.1 に

示したが、それに基づいて以下に説明する。 

 

１） 更新データの発生 

世田谷区では、大縮尺地図データの更新情報を取得するための地図として、具

体的には、以下に列挙する申請書類の添付地図を対象としている。 

 

・建築確認申請 

・建築基準法による道路 

・住居新築届（住居表示取得のための届出） 

・開発行為区域 

・道路認定箇所（拡幅などがあった場合） 

 

上記の申請書類の添付地図で、測量法に基づく座標の表示がない場合でも、同

一地物が共通に複数取得されていれば、その地物同士を重ね合わせることによって

更新情報の抽出が可能となる。 

  

参考までに、複数の地図を重ね合わせる場合の考え方について、以下に述べて

おくものとする。 

 

 

ＧＩＳで複数の地図を重ね合わせて表示する場合、それらの地図が許容範囲内

の誤差を持っているために、一般にはぴったりとは重ならない。一方、実務上は、

これら複数の地図が画面上でぴったり重なってくれなければ大変不便である。そ

こで、このような場合における考え方を整理し、対処方針を提案する。 

 

① 地図が重ならない原因 

個々の地図は、一定の要求精度を満たすように作成されているはずである。特

に、地図が公共測量として作成されている場合は、相当の精度で作成されている

と考えられる。 

しかし、たとえ公共測量として作成されている場合であっても、地図には一定の

誤差が含まれる。国土交通省公共測量作業規程では、地形図等の精度について

標準偏差で図上 0.7 ㎜以内と決められているが、このような地図を 2 枚重ねると、

場所によっては図上 1 ㎜以上のズレが認められることもあり得る。これが２枚の地

図が重ならない原因である。 

このとき、個々の地図は要求精度を満たすように作成されているのであるから、

不良品ではないことに注意する。 
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②地図を重ね合わせるための考え方 

２枚の地図を重ね合わせる場合、双方の地図に記載されている地点は同一の

位置に表示されるべきである。一般に、我々が手で（アナログで）２枚の地図を重

ね合わせる場合、微量の平行移動、微量の引き延ばし、微少回転で実現している

（この 3 操作の有限回の組み合わせは、3 操作をそれぞれ 1 度ずつ実施すること

で実現できる）。 

ここから、双方の地図に共に記載されている地点を最低3点指定してやれば、2枚

の地図を重ね合わせるための変換式をたてることが可能となる。これは、個々の地

図に表示されている地物については、相対位置は正しく取得されているはずとい

う仮定のもとに成り立つ話である。 

実際には、上記の仮定が成立することを確認するために、双方の地図に共に記

載されている地点としては最低 4 点以上選択すべきである。この場合、2 枚の地図

を重ね合わせるための変換式は条件過多となるため、解は最小二乗法により近似

的に求めることになる。 

その際、残差が十分小さいこと、得られた解が使用可能であること、2 枚の地図

が実用上十分な精度で重なり合うこと、個々の地図が正確に作成されていることの

4 条件は、互いに同値である。 

なお、重ね合わせ変換の具体的な式の形態は、アフィン変換を想定している。

これは、変換操作が微量の平行移動、微量の引き延ばし、微少回転の組み合わ

せであることから直ちに得られる変換型である。元の地図の精度の検証が容易で

あること等にも対応している。 

 

③重ね合わせ変換式の求め方 

イ） 点の真位置を求める 

2 枚の地図が完全には重なり合っていない場合、双方の地図に記載されている

地点（代表点）の位置座標は、それぞれの地図で異なるはずである。これらの代表

点について、2 枚の地図の精度を考慮して、正しい位置座標を求める。 

考え方は、代表点について 2 回の観測を行ったものと考えて、代表点間の相対

位置を含めた平均計算を行う。2 枚の地図がそれぞれ十分高い精度で作成され

ているならば、この平均計算における残差は十分小さい値となる。その場合の平

均計算後の代表点を、当該代表点の真位置であると見なす。 

ロ） それぞれの地図に対する変換式を求める 

それぞれの地図の代表点は、イ)において代表点の真位置を求める計算を行っ

た結果、微少に位置が補正されている。この補正量に対応するようなアフィン変換

を地図ごとに求める。 

代表点が 4 点以上ある場合は、アフィン変換のパラメータは最小二乗法で決定

されることとなるが、その際の残差は、代表点の補正量を求める際の計算における

残差と同等以内であることが必要である。 

ハ) どちらの地図を変換する（動かす）のか 

2 枚の地図のうち、どちらの地図を変換するのかは精度が高いかで決まる。代

表点の真位置を求める場合の平均計算において、2 枚の地図の実現精度に連動

した重み付けが必要となる。 

一般には、縮尺に比例した重みが適当であると考えられる。即ち、1/2,500 と
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1/5,000 の地図を重ね合わせる場合は、２：１の重み付けで代表点の真位置を求

めることが適当である。 

一方、マスターとトランザクションのように、片方の地図が絶対的に正しいと見な

される場合は、マスター地図の代表点が、そのまま真位置になり、トランザクション

のみを動かすことも考えられる。重み付けに関する判断は、計画機関の裁量で決

めて支障ないと考える。 

ニ) 変換時の注意事項 

変換式を求める際の残差が小さい場合は基本的に問題ない。ただし、アフィン

変換の計数行列 A のスケールファクターが１と有意に異なる場合、代表点に囲ま

れた区域の外側では、代表点に囲まれた区域の内部に比べて誤差が大きくなる

傾向にあることに注意する必要がある。 

 

④ 法制的な観点 

イ) 重ね合わせ変換は、原則的には公共測量に該当 

平成13年度以前に実施した測量成果を、TKY2JGD等の変換プログラムを用い

て世界測地系に基づく値に変換する行為は、公共測量に位置づけている。 

したがって、既存の数値地図をＧＩＳで利用するために、他の地図と重ね合わせ

可能となるよう変換する行為は、厳密には公共測量に該当する。（変換対象となる

地図が公共測量成果ではない場合は、変換行為も公共測量とする必要はない

が、同等の注意で実施していただくことになる。） 

ロ) 変換結果を保存する必要がない場合は、公共測量とする必要がない。 

公共測量として扱う場合は、成果（この場合は変換結果）が必ず生成される。し

かし、ＧＩＳに表示する場合のみ変換し、作業が終わった時点で変換結果を破棄

するのであれば（変換結果を別の測量等で再利用することを想定しないのであれ

ば）、変換行為を公共測量として扱う必要はない。 

ハ) 作業規程 

公共測量として扱う場合は、作業規程をはじめ種々の手続きが発生するが、本

件に関しては、作業規程第 16 条（機器及び作業方法に関する特例）が適用可能

である。具体的には、測量法 36 条に基づく実施計画書に、上記③イ)、③ロ)にし

たがって作業を行う旨を記載してもらえば良い。 

 

 

２） 更新データの取得方法 

世田谷区では、１）で列記した申請書類を受理した担当職員が、図－3.3.2 に示す

ように添付地図に表示された図形を「概略な図形」として、計測を行って更新データ

を取得している。このような手法をとるためには、ＧＩＳソフトなど座標データ・図形デ

ータ取得のための専用ソフトウエアが必要となる。 
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図形を計測 

仮置きデータと

して、庁内で運

用 

定期更新（年１

回）により、位置

精度等を均一化 

更新箇所の情報

提供 

申請 

職員 

図－3.3.2 世田谷区における更新情報取得・運用の作業フロー 

 

なお、図形の数値化については、紙地図から直接ディジタイザにより計測してベク

タデータを取得する方法、又はスキャナ計測により一旦紙地図からラスタデータを取

得し、これをグラフィックディスプレイ上に表示して計測し、ベクタデータを取得する方

法の二つの方法が考えられる（ラスタデータ化した場合は、これをラスタ・ベクタ変換

によりベクタデータを作成する手法によるプロセスも可能である）。図－3.3.3 はその

二つの方法のフローである。 

測量成果について、電子納品や電子申請の普及が進めば、上記のような図形の

数値化が省略できるとともに、更新データの収集や変化地点の特定が容易になる。 

電子申請により提出されたデータを大縮尺地図データの更新に利用する場合は、

精度検証をどのようにするか考慮する必要があるが、対応として以下の２つが考えら

れる。 

 

①あらかじめ精度保証のあるデータでなければ使わない。 

②積極的に利用する。 

 

①は、位置精度を重視する対応であり、②は鮮度を重視する対応である。ただし、

②のケースでは位置精度が次第に低下していくため、定期的に全面改測が必要に

なる。 
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図－3.3.3 既成図の数値化の方法 

 

３） 更新データの提供 

 世田谷区では、定期更新を担当するPPP 方式のパートナーとなる民間事業者に、

日常更新で得られた「仮置きデータ」を提供して、定期更新における「更新箇所抽出

作業」の効率化を図っている。 

 

４） 定期更新 

 世田谷区では、PPP 方式のパートナーとなる民間事業者が、年１回、航空写真測

量等により、大縮尺地図データを一括更新している。 

 世田谷区では、日常更新において、「位置精度」よりも「情報の鮮度」を重要視し、

仮置きデータを運用する仕組みを採用している。しかしながら、この手法では、申請

書と現地との整合性や位置精度が低下するという問題があるため、世田谷区では定

期的な更新を実施することとしている。 
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３．３．３ 豊中市における更新方法 

（１） 対象となるデータの内容 

豊中市において大縮尺地図データの更新作業の対象となるのは、ディジタルマッ

ピングによって作成された500 レベルの地図データ（基本図データベース）である。 

 

（２） 事業実施フロー 

豊中市における大縮尺地図データの更新作業は、図－3.3.4 に示すように、「建物

図形データ」、「道路図形データ」、「面的図形データ」の三種類について、各担当部

署が個別に委託で実施しており、各担当部署で取得された更新データを情報政策

課が取りまとめるという体制となっている。 

建物図形更新 
・固定資産税課 

・各種申請に基づくマーキン

グ→定期更新（外部委託） 

更新データの取りまとめと全庁利用 
・情報政策課 

・年１回、取りまとめた更新データを各部署に     

配布       

道路図形更新 
・道路管理室 

・定期更新（外部委託） 

面的図形更新 
・土木部 

・定期更新（外部委託） 

図－3.3.4 豊中市における大縮尺地図データ更新作業フロー 

 

豊中市でも世田谷区と同様に、大縮尺地図データの新築ラベル点（住居表示番

号を持った）と基準点については、日常業務の中で更新データの取得を行っている。

さらに、各部署が年１回の委託業務により定期更新作業行い、その更新されたデー

タについては情報政策課で取りまとめ、全庁に配布する体制となっている。すなわち、

情報政策課が、大縮尺地図データの整備・更新を取りまとめる部署として機能してお

り、多目的利用の促進、測量の重複の防止といった役割を果たしている。 

豊中市では、基準点を高密度に整備し、公共測量成果と同程度の精度である更

新データが申請されるように、開発行為等の測量時には基準点を用いるように指導

している。並びに電子申請が実現された場合には、公共測量座標と関連づけるなど

の対応ができるようになっているほか、３級基準点（地下埋設にしているふた）が地図

データと航空写真等を重ね合わせる際に必要な「位置参照点」として利用できるよう

になっている。 
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上記のような豊中市のデータ更新方式は、①高精度な更新情報を簡易（安価）に

取得できる体制になっていること、②各部署で各種の方法により更新したデータを取

りまとめる専門部署が存在すること、といった点で、各地方自治体が大縮尺地図デー

タを効率的にメンテナンスするための参考となる。ただし、他の地方自治体で豊中市

の方式を運用するためには、公共基準点を高密度に整備・管理することや横断的機

能を持った組織の存在が大前提となる。 

①では、道路、ユーティリティ施設などの小規模な工事で限定した領域を測量す

る場合には、任意座標で測量するのではなく、公共基準点を利用して測量する。こ

れによって、公共測量座標と整合した高精度な測量成果を得ることができる。 

こうした測量成果をそのまま大縮尺地図データの更新データとして流用することに

より、データの位置精度を確保することが可能となる。 

また、財政規模の小さい測量業者、データ作成会社なども大縮尺地図データの整

備事業に参加しやすくなり、地元経済の発展に寄与することが期待できる。 

②について、各部署で多目的に利用される大縮尺地図データを効率的に更新し

ていくには、地図データの管理をどこの部署が行い、どのデータをどこの部署が責任

を持って更新するか等について、更新する時期も含めてデータ管理・更新方法を確

立しておく必要がある。 

 

（３） 事業実施の具体的方法 

１） 「建物図形」に関する更新方法 

豊中市における建物図形に関する更新では、図－3.3.5 が示す建物図形の更新

フローのように新築届け（市民生活部）、建築確認申請書（建築都市部）、給水届け

（水道局：実施予定）などを用いて、日常業務の中で新築建物等をマーキングデータ

（点のみのデータ、独立したレイヤ）として取得している。 

また、毎年１月に撮影している航空写真とCAD データ（公共施設等の非課税建物

の図形）により、年１回の委託業務で全面的な建物図形の更新を実施している。この

更新を実施するにあたっては、取得されたマーキングデータを建物の更新箇所を抽

出するために必要な情報として、委託業者に提供している。 

上記のうち、「マーキングデータ」による方法は、位置精度よりも「情報の鮮度」を重

要視した結果、考え出された手法である。建築確認申請は、あくまでも「ここに建築し

ます」という内容の申請であって、建物がすぐに着工されない場合もある。また、建物

図形を更新したとしても当該建物の敷地内の地形が更新されないため、新築建物と

従前の等高線などと矛盾が生じるといったことが発生する場合もあるので、豊中市で

も世田谷区と同様に、申請書類に添付された図面によって取得した更新データにつ

いては、仮置きデータとしている。 

豊中市の場合では、以上のような問題及び位置精度を確保するために、全面的
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な更新を行っているものと考えられる。 

 

 

 

図－3.3.5 豊中市における建物図形の更新フロー 

 

２） 道路図形に関する更新 

豊中市における道路図形に関する更新では、前年度中に新設・区域変更等があ

った市道の全部及び改良工事が実施された市道の一部、引き継ぎのあった道路等

について、図面・書類をもとに更新箇所を選定し、４級基準点を設置してＴＳ地形測

量により、年 1 回の委託業務で更新作業を実施している。しかし、国道、府道、私道

については、現在、更新作業は未着手で手法を検討している段階である。 

また、道路図形の更新については、現段階で「情報の鮮度」に対する要求が低い

ため、建物図形のような日常更新は行われていない。 

豊中市では、高密度に基準点を整備・管理しているため、道路工事の竣工図を正

確な位置精度を持った「地図データ」として取得することが可能な体制になっている。

したがって、工事竣工時に納品される全ての地図データが豊中市の基準点を使用し

て作成されれば、位置精度・情報の鮮度とも確保したデータ更新を行うことが可能と

なる。 

 

３） 面的図形に関する更新 

豊中市における面的図形に関する更新では、面的開発行為が行われた場合に、

土木部が年１回の委託業務による道路更新作業の中で、大縮尺地図データにオル

ソ画像を重ね合わせて更新する方法によって実施している。 
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４） その他の更新 

上記１）～３）の事項に加え、豊中市では、以下に列記する記載事項について更

新作業を行っている。 

 

①基準点 

基本図データベースの整備及び更新の基盤となる基準点について、土木部が

管理し、日常業務の中で随時更新をしている。 

 

②注記 

情報政策課により、更新されている。 

 

③下水道施設 

下水道部や水道局が管理するマンホール等のうち、公共座標で取得されたもの

について、土木部で更新している。 

 

１）、２）及び３）から、地方自治体での大縮尺地図データの更新では、申請書類の

添付図面等を用いて「情報の鮮度」のみを確保するために行う更新方法と、定期的

に一括して「位置精度等」を確保するために行う更新方法が現時点では一般的であ

る。ただし、高密度な基準点の整備、その基準点を用いた各種申請図面の作成、現

地との整合が確保された各種申請図面の作成が一般的になれば、日常更新でも位

置精度を確保していくことが可能となり、定期更新の必要性は低くなる。 

 

５） 更新データの取りまとめと全庁利用 

豊中市では、各部署で更新された地図データを年１回、情報政策課がとりまとめて

全庁に配布する運用が行われている。各部署では、業務支援システムの要求機能

が異なるため、配布された地図データをその部署が利用しているソフトウエアに対応

する形式にコンバートし、大縮尺地図データを利用している。 

こうした施策は、大縮尺地図データの利用を促進し、更新へのインセンティブを高

めるためには有効となる。 
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３．４   大縮尺地図データの基盤となる世界測地系に準拠した基準点成果の構築方

法                             －千葉県市川市の事例－ 

３．４．１ 概要 

大縮尺地図データの位置精度の確保及び効率的に整備・更新するためには、公

共基準点の利用が重要となる。一方、平成１３年に測量法が改正され、平成１４年４

月１日から基本測量及び公共測量が従うべき測量の基準のうち、経緯度の測定は、

これまでの日本測地系に代えて世界測地系に従って行わなければならない。日本

測地系で実施されている基準点成果を使用して公共測量を行う場合には、世界地

系への移行が必要となる。 

千葉県市川市では、平成１５年度から測量の重複の防止、測量の正確さの確保及

び市の地籍調査事業費の軽減を図るために、公共基準点成果の世界測地系への

移行を他の機関と統一して実施することとした。 

以下、市川市で採用されている方法の骨子を整理して示すとともに、他の地方自

治体がこの事例を参考にする際注意すべきと考えられる事項を検討して付記した。 

 

 

３．４．２ 基準点の設置状況 

 市川市における市内の基準点の設置状況は、表－3.4.1 に示すとおりである。 

 

表－3.4.1 市川市内基準点設置状況 

区  分 設 置 状 況 

市川市 2 級基準点 74 点（亡失点も含まれる） 

4 級基準点 22,790 点（亡失点も含まれる） 

首都国道工事事務所 

 

2 級、３級基準点 139 点 

4 級基準点 736 点 

（平成 7 年より） 

江戸川工事事務所 2 級、３級基準点（数不明） 

4 級基準点 約 700 点 

千葉県 3 級基準点 13 点 

市川市教育委員会 基準点（数、級区分不明） 
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３．４．３ 事業実施フロー 

 世界測地系に対応した市川市における基準点成果の構築作業の流れは、図－

3.4.1 に示すとおりである。 

電子基準点及び三角点を既知点とし

て、世界測地系による２級基準点の

再測量（改測）を実施 

地域毎に適合した変換パラメータ、

座標変換プログラムの作成及び配布 

旧観測地を用いた再計算 

（改算） 

既設基準点の再測量 

（改測） 

市川市 

依頼 

国土交通省首都国道工事事務所 

  〃  江戸川工事事務所 

 

図－3.4.1 世界測地系に準拠した基準点の構築の実施フロー 

 

市川市では、市が設置した基準点を世界測地系へ移行することだけでなく、市川

市内にある他の機関（国土交通省の事務所）が設置した基準点についても、市川市

の基準点を既知点として再測量（改測）または再計算（改算）することを依頼しており、

これによって、統一的な「世界測地系への移行」を目指している。 

 

 

３．４．４ 事業実施の具体的方法 

（１） 基準点測量 

市川市では、各種公共測量に活用するために、電子基準点と三角点を既知点と

して、２級基準点の再測量を実施し、この基準点を既知点として、世界測地系へ移

行することを国土交通省首都国道工事事務所及び江戸川工事事務所に依頼してい

る。また、新旧の２級基準点成果により「地域毎に適合した変換パラメータ」を作成す

ることとしている。 

公共測量における「地域毎に適合した変換パラメータ」を用いた座標変換は、３級

及び４級基準点に適用する。この精度を確保するには、できるだけ多くの１級・２級基

準点の正確な新旧座標値が必要となるため、そうした点を踏まえて改測を実施する。 

基準点成果を世界測地系に移行する場合は、正確さを確保するために、公共測

量として実施する必要があるが、この場合には、将来にわたって利用できる基準点を

中心に行う。 

なお、市川市では、国土調査の成果として取り扱うことが可能となるように、上記基
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準点測量成果を国土調査法第１９条第５項の指定を受けることとしている。 

 

【参考】国土調査法第１９条第５項に関する事項 

地籍調査作業規程準則（昭和３２年１０月２４日 総理府令第７１号）では、「地籍測量

は、基本三角点（測量法（昭和２４年法律第１８８号）第２章の規定による基本測量の成

果である三角点及び電子基準点をいう。以下同じ。）若しくは基本水準点（同法第２章

の規定による基本測量の成果である水準点をいう。）又は法第１９条第２項の規定により

認証され若しくは同条第５項の規定により指定された基準点を基礎として行わなければ

ならない。」となっている。 

 

【参考】「測地成果 2000 導入に伴う公共測量成果座標変換マニュアル」（抜粋） 

＜第３条 運用基準＞ 

標準的な座標変換は次により行う。 

基準点成果の座標変換 

(1)座標変換プログラムを利用した座標変換 

国土地理院が作成した座標変換プログラム（TKY2JGD）を利用して座標変換を行う

方法である。基準点設置時に既知点とした三角点の成果値が、現在も改定が行われ

ていない地域についてこの座標変換が可能である。実施にあたっては国土地理院の

助言を受けること。 

(2)設置当時の観測値（以下「旧観測値」という）を用いた再計算（以下「改算」。という）に

よる座標変換。 

改算による方法は、次に示す地域等が対象となるが、実施にあたっては国土地理

院の助言を受けること。 

ｱ. 基準点設置時に既知点とした三角点成果が、基準点設置後に精密測地網二次

基準点測量等により成果改定が行われている地域。 

ｲ. 基準点設置がフリーネットワーク解法によって行われた地域。 

ｳ. 精密測地網二次基準点測量等により三角点成果の改定が行われた地域と成果

未改定地域の境界地域。 

ｴ. 電子基準点等を既知点として新しい公共測量成果を得ようとする地域。 

(3)既設基準点の再測量（以下「改測」という）による座標変換。 

再測量による方法は、次に示す地域等が対象となるが、実施にあたっては国土地

理院の助言を受けること。 

ｱ. 高精度の基準点網を再構築する必要がある地域。 

ｲ. (2)による再計算で変換可能な地域であるが、旧観測値が保管されていない地域。 

(4)地域毎に適合した変換パラメータによる座標変換 

地域毎に適合した変換パラメータによる方法は、次に示す地域等が対象となるが、

実施にあたっては国土地理院の助言を受けること。 

ｱ. (2)の方法によって座標変換（改算）した地域で、同地域内の未変換の基準点等の

座標変換を行う場合が対象。 

ｲ. (3)の方法によって座標変換（改測）した地域で、同地域内の未変換の基準点等の

座標変換を行う場合が対象。 
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（２） 変換パラメータ、座標変換プログラムの作成 

市川市では、２級基準点の世界測地系での成果及び日本測地系での成果を用い

て、「地域ごとに適合した座標変換パラメータ」を作成する。また、これに対応した「座

標変換プログラム」を作成し、これを庁内各課のほか、関係機関、民間企業に配布す

ることとしている。 

例えば、市川市の作成した地図を基礎として地図データを構築してきた電力会社、

ガス会社、住宅地図会社に座標変換プログラムを配布して、統一のとれた座標変換

を要請することによって、市との相互の地図データの交換が容易になるのみでなく、

民間会社から調達した地図データと公共の地図データとの相対的な位置の不整合

もなくなる可能性がある。 

ここで、「地域ごとに適合した座標変換パラメータ」とは、改算や改測により算出し

た１、２級基準点の新基準点成果と旧基準点成果の座標差から求めた座標変換補

正量を指す。 

なお、変換手法は、一般に、アフィン変換、バイリニア変換等の形態をとる。 

詳細については、「測地成果2000導入に伴う公共測量成果座標変換マニュアル」

（国土地理院）に記述されている。 

 

（３） 国の機関による基準点成果の世界測地系への移行 

市川市では、市内に設置されている他機関の２級～４級基準点成果の座標変換

について、市が改測して取得した基準点を既知点として、「旧観測値を用いた再計

算（改算）」または「既設基準点の再測量（改測）」の方法で、世界測地系に移行する

よう依頼することとしている。合わせて、国土調査法第 19 条５項の指定を申請するよ

う依頼することとしている。これまでは、国土交通省首都国道工事事務所、江戸川工

事事務所に依頼をしている。 

 基準点成果の整合を図るためには、近傍の世界測地系による基本測量及び公共

測量の測量成果を既知点に活用することや基準点成果を互いに再利用するなどの

手法について、他の機関に依頼する。また、地籍調査事業費の軽減を図るために、

他の機関へ公共測量の手続き及び国土調査法第 19 条第５項の指定を申請すること

を依頼する。 

これによって、他の機関が管理している基準点を地方自治体の地籍調査に用いる

ことができることや他の機関は再計算を行うだけで世界測地系に移行することができ

ることになり、測量の重複の排除及び地籍調査費の軽減を図ることができるなどのメ

リットが期待できる。 
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３．５   公共測量における要求精度と作業規程との関連について 

３．５．１ 概要 

 大縮尺地図が効率よく整備・維持管理されるためには、各整備主体が個別事業の

ために作成した地図が効率的に組み合わせられなければならないが、個々の事業

者が作成する地図は要求精度がまちまちであることが多い。 

 従来、これらの地図は国土交通省の公共測量作業規程を使用して作成されていた

ことから、原則として全ての地図がほぼ同一の要求精度で作成される傾向にあった。

しかし、現実の地図に要求される精度は一様ではない。 

 本来、公共測量作業規程は、計画機関が要求精度に見合ったものを自力で作成

すべきであるが、現実にはほとんどの計画機関がそのような対応をとることは困難な

状況である。 

 そこで、要求精度に見合った作業規程の作成方法を検討する手始めとして、公共測

量における要求精度と作業規程の関係を整理することとした。 

 

 

３．５．２ 公共測量における要求精度と作業規程の関係に関する考え方 

要求精度に見合った作業規程の作成方法に関する指針を作成するためには、下記

の５点に関する調査が必要である。今回は、このうちの(1)(2)(3)までを基準点測量、

地形測量（のうちの写真測量）のそれぞれについてとりまとめた。 

 

(1) 現行の公共測量作業規程が定めている要求精度を明示する。 

(2) 現行の要求精度を満たすために、各工程で許容される誤差の上限を明示する。

個々の工程で許容される誤差の上限を（誤差伝播法を考慮して）合成すれば、

(1) で定めた要求精度と一致するはずである。 

(3) 個々の工程ごとに、許容誤差を規定している部分とその根拠を明示する。例え

ば、その許容誤差を満たすために、どのような性能の機械でどのような観測を行う

ことと定めているのか、等を明示する。 

(4) 要求精度を変更した場合に、(2)で規定する工程別の許容誤差はどのように変更

されるべきかを明示する。 

(5) 工程別の許容誤差を変更した場合に、(3)で規定する観測機器ならびに観測手

法はどのように変更できるかを明示する。許容誤差が大きくなった場合に新たに

使用できるようになる測量機器や資料の範囲についても明示する。 

 

 これら5点が明示されれば、要求精度を変更した場合に作業規程をどのように変更

すればよいかについて、標準的な指針が得られることになる。 
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３．５．３ 基準点測量における要求精度と作業規程との関係 

基準点測量では、１級から４級まですべての基準点について共通に、水平位置の

標準偏差が10cmとなるようにしている。これは、基準点の利用者にとっては級を気に

する必要がないようにするための配慮である。ちなみに、国家基準点である三角点も、

やはり水平位置の標準偏差は 10cm である。 

 したがって、作業規程の基本方針は、「全ての新点が国家基準点と同等の精度を

持つこと」を満たすように構成されている。この意味では、基準点測量については、

特殊な目的で設置するものでない限り、これ以外の方針に基づいて計画を立てる意

義は低いということになる。 

 公共基準点における級は、基本的には与点と新点との距離で決まる。距離が短い

ほど、必要な機材、観測方法などの制約事項が軽減され、測量に要するコストが少

なくて済む仕組みになっている。 

基準点測量は、大別して、｢計画｣「選点」「埋標」「観測」「計算」の 5 工程に分かれ

る。このうち精度に直接関係するのは観測工程である。観測工程では、個々の観測

の要求精度から自動的に使用する機器や観測方法が決まるので、最終的な要求精

度が満たされるように、計画工程や計算工程を工夫している。特に、計画が悪いと、

その後いくら努力しても十分な精度は得られない。国土地理院が公共測量の計画書

に対して技術的な助言を行う意義はここにある。 

 具体的な観測工程における精度は、使用する測量機器と観測回数で規定される。

これらの具体的な基準については、一定の理論的な基礎があるものの、明治以来の

三角測量で培った実績や経験に基づくものも多い。 

 

 

３．５．４ 写真測量における要求精度と作業規程との関係 

地形測量では、縮尺に関係なく、図上誤差が 0.7mm 以内（縮尺 1/500 の場合の

み図上誤差 0.5mm 以内）になるように設定している。これは、ユーザにとって見かけ

の精度は図上精度であることと、製図に代表されるように図上精度と実現可能精度

が一致している工程が多いことから来ている。 

 写真測量は、大別して、「計画」「標定点設置（対空標識含む）」「撮影」「空中三角

測量」「図化」「編集」「製図」に分類される。計画を除くこれらの各工程に要求される

図上精度はそれぞれ、0.1mm、ε、0.3mm、0.4mm、0.3mm､0.2mm と設定されてい

る。 

 ここで、εは「ほぼゼロ」という意味である。εを 0.1mm と仮定しても、これらの累積

誤差は 0.64mm となって、0.7mm を下回る。 

 なお、これら各工程の許容誤差が一律でないのは、これらの許容誤差（と、それを

実現するための手順の縛り）が経験的に求められた要素として含まれることを意味す
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る。 

縮尺が1/1,000 よりも小さい場合、標定点設置に要求される精度は実寸で10cm よ

りも大きくなることがわかる。すなわち、一般的な都市計画図（1/2,500）等の地図を作

成する場合、標定点の位置精度（25cm 以内）は、通常の公共測量に求められるよう

な精度を必要としないことがわかる。半径 25cm といえば、一般的なマンホールのふ

たよりもほんの少し小さい程度である。 

 空中写真については、要求精度というよりは、実現精度がεのレベルである。但し、

撮影に際しては、地図の縮尺に比例して撮影縮尺（及び対地高度：撮影縮尺と航空

カメラの画面距離から求めたもの）が決められている。 

 空中三角測量については、撮影時における対地高度の 0.04%以内の誤差となるよ

うに決められている。これは、結局地図の縮尺に対応した許容誤差になっている。 

 図化の精度については、図化機の能力と人間の視力に依存するため、縮尺に関

係なく図上精度として規定される。 

 編集以降の工程は、地図用紙或いはポリエステルフィルム等に記入する作業を想

定しているので、図上精度以外の精度は考慮の対象にならない。 
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第４章 まとめ・今後の課題 

政府における地理情報システム関係省庁連絡会議において、GIS は、今後、社会

経済活動の広範な分野において、極めて大きな役割を果たものとし、GIS の利用を

支える地理情報は、従来の社会基盤に匹敵する利益をもたらす新たな社会基盤と

位置づけられている。 

本調査は、その詳細な地理情報を含む大縮尺地図データの望ましい整備・利用

のあり方について、多角的な検討を行うことを目的として平成１３年度から実施してい

る。 

本年度は、前年度に検討した結果を踏まえ、具体的な方策を検討するために大

縮尺地図データの整備・利用に関する動向調査を行った。調査時点では、「複数機

関での連携による大縮尺地図データの整備」、「電子申請・電子納品成果等を用い

た大縮尺地図データの更新」については、先進的な地方自治体などで進められてい

る程度であることが判明した。 

 この結果を受けて、効率的な大縮尺地図データの整備・更新に向けて、実務上の

一つとして先進的な地方自治体の実施方法を取り上げ、他の地方自治体がこの事

例を参考にする際注意すべきと考えられる事項を検討して整理した。 

ここで取り上げた事例を全国全ての地方自治体が実施するには難しい面もあるが、

これまで「多大な経費、労力」が支障となって大縮尺地図データ整備・運用事業に踏

み出せなかった地方自治体に、一つの道筋を示すことができたと考えている。 

 今後、今回取り上げた事例について、地方自治体が参考にされ、大縮尺地図デー

タの整備・更新が進むことを期待するものである。 

       地理情報を多く含む大縮尺地図データの整備が進むことによって、誰でも、インタ

ーネットを利用して、地理情報を容易に発信・共有できる「電子国土」の実現が可能とな

り、国民が、いつでも、地理情報を自由に組み合わせて利用できるようになる。 

        しかし、今回の事例は一部であり、大縮尺地図データの整備・利用の他の方法も事例 

として構築するために、以下のような具体的なモデルの調査・検討を行っていく必要があ

る。 

 

１） 大縮尺地図データの整備・提供の具体的なモデル 

 大縮尺地図データの整備・更新の具体的なモデルについて、今回は、一部の紹介

であり、今後は、提供及び費用対効果も含めて地方自治体等の複数の機関から事

例を調査し、全国全ての地方自治体が参考となるような具体的なモデルを作成す

る。 

 

２） 民間データ活用方法の具体的なモデル 

 大縮尺地図データの整備・利用には、依然として経費の負担が大きいため、民間
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データを活用した整備・利用方法等について、費用対効果を含めて実例を調査し、

他の機関が利用する場合の参考となるような具体的なモデルを作成する。 

民間データの活用方法については、第３章で取り上げた事例とは異なるが、大阪

府地区において、地方自治体と民間企業が連携して基盤データの整備・更新を行

い、費用の低減とデータの共有を実現するための実証実験を行っており、これを調

査したので参考資料－４に紹介する。 

 

 



S1-1 

 

ヒアリング調査とりまとめ票 

 

ヒアリング先 さいたま市 

 

運用中のシステム名称・種類 名称は特になし 

 

データ名称 

 

■：主題的データ 

□：基盤的データ 

 

 

 

縮尺精度 1/2,500 

 

 

上記システムで

利用されている

大縮尺地図デー

タの仕様 

データのソース  

 

 

データの更新方法・プロセス ・DM データは、固定資産税の業務で利用している空中写真

を背景にして、デジタイズすることで更新している。家形

については、レーザプロファイラを用いている（外部委

託）。 

 

民間との連携についての方針等 県は 25000 レベルの使用が多いと思われるので考えていな

い。 

 

 

その他特記すべき事項 ・さいたま市は平成12年に３市が合併したが、３市とも2500

レベルの DM を作成していた。したがって、統合にあたっ

て、位置精度については特に問題はなかった。ただし、取

得項目に若干の違いがあるなどの不整合があった。 

・位置精度については、道路台帳、都市計画図は現在の公共

測量作業規程どおりでよい。主題図関係は、精度が落ちて

もよいという意見がある。 

・GIS は、「用途地域を県へ提出する」際に利用している。

多いときでは 1 週間に一度、少ない時でも 2～3 ヶ月に一

度必要となる。 

・DM の公開は、紙に印刷したものを販売しているほか、WEB

で公開している。ただしダウンロードサービスはない。 

 

 

資料－１ 



S1-2 

 

ヒアリング調査とりまとめ票 

ヒアリング先 土浦市 

 

運用中のシステム名称・種類 名称は特になし 

 

データ名称 

 

■：主題的データ 

□：基盤的データ 

■下水道管理台帳のうち、施設情報 

■下水道台帳（ラスタ－） 

□都市計画図 

□オルソフォト 

□ゼンリン住宅地図 

■ユーザレイヤ 

縮尺精度 下水道台帳：1/500 

都市計画図：1/2,500 

上記システムで

利用されている

大縮尺地図デー

タの仕様 

データのソース 都市計画図、下水道台帳、ゼンリン住宅地図 

データの更新方法・プロセス ・更新情報として、申請書の添付図書を利用するには、課題

が多く、先のことになりそうである。 

（建築確認申請の電子受付けは行われているが、地図の電

子化には至っていない） 

・都市計画図データは、5 年毎に更新。 

県、民間等との連携についての方針等 ・ゼンリン住宅地図の利用が中心である。 

・県との連携については、県は、使用するデータの縮尺が違

うのではないか？ 

・ユーティリティ企業との連携については、システムの整合

がとれないこと、費用どうするかが問題。 

その他特記すべき事項 ・WEBGIS を運用。 

・道路台帳、地籍図は、1/500 精度を要求するが、主題図は

精度が落ちてもよいと思う。 

・市民への公開は、2～3 年後を想定。 

・消防での利用は有効と思う。 

 



S1-3 

 

ヒアリング調査とりまとめ票 

ヒアリング先 川崎市 まちづくり局 

 

運用中のシステム名称・種類 名称は特になし 

 

 

データ名称 

 

■：主題的データ 

□：基盤的データ 

□都市計画データ（全庁 GIS の基本データ） 

 

 

縮尺精度 都市計画図：1/2,500 

→1/500、1/1,000 の要望もあるが、現在検討中。 

上記システムで

利用されている

大縮尺地図デー

タの仕様 

データのソース 都市計画図 

データの更新方法・プロセス ・都市計画情報は、年に数回ある告示の際に更新。 

 

 

県、民間等との連携についての方針等 ・県とは縮尺レベルが違うと思われるので、データの連携は

考えていない。ただし、県に以下のものを提出はしている。 

→「紙の都市計画関連情報」、「土地利用データ」 

・区との連携は、開発部局レベルで実施している。 

・民間データの利用は、「低コストでの鮮度の保持」という

点で効果があるので、取り組みたいが、著作権が課題。 

 

その他特記すべき事項 ・平成 9 年～11 年に測量した「都市計画図」のデータを、

CD-ROM にして、市の売店、区の売店、書店で一般に販売

している。 

→次期バージョンで、都市計画データを付加したい。 

→これまでに 1,000 枚程度販売。うち 600 枚は外部。 

・市役所の窓口に、タッチパネルによる「都市計画図出力シ

ステム」を設置。 

・道路台帳、下水道台帳、環境情報などは個別システムとな

っており、連携が実現できていない。統合化が課題。 

・航空写真撮影は年１回実施しているものの、オルソフォト

にはしていない。 

・職員はイントラネットで見られるようになっている。 

・都市計画図のデータと台帳データはリンクしていない。 

 



S1-4 

 

ヒアリング調査とりまとめ票 

ヒアリング先 川口市給水管理課 

 

運用中のシステム名称・種類 給配水装置管理図システム 

（GIS エンジンとして、TUMSY（東京ガス）を利用） 

データ名称 

 

■：主題的データ 

□：基盤的データ 

□地形（主に道路） 

□家屋 

■給配水装置（管路、水栓等） 

 

縮尺精度 1/500 

上記システムで

利用されている

大縮尺地図デー

タの仕様 

データのソース 道路台帳図のマイラー図面をもとに、デジタイズにより作成

（平成 2年から作成開始。） 

数値化した道路台帳図に給水管の位置を付加した（給配水施

設管理を目的とするシステムのため、施設がない領域は地形

データもない）。 

→管路の位置は、官民境界からの離れなど、相対位置をもと

に入力。このデータはあくまでも参照図であり、詳細は元図

をスキャンニングした画像を属性データとして保持するの

で、そちらを参照する仕組みとなっている。 

 

データの更新方法・プロセス ・更新は、上水道の新設があった場合に、数値化された道路

台帳図に、竣工図又は申請書の付図をデジタイズすること

で実施している。 

・申請は、年に約 200 件で配水管の工事は 150 件ある。 

配水管の工事については、CAD で納品されるが、現段階で

CAD データを直接更新に利用はしていない。 

県、民間等との連携についての方針等 ・下水道部局が施設情報のマッピングを開始する予定であ

り、上水道とシステムを統合することとなっている。 

・市役所本庁の情報政策課でサーバを用意し、市長の政策か

ら全庁型 GIS に拡張することも検討中である。 

・他機関、民間との連携については、特に考えていない。 

その他特記すべき事項 ・下水道との連携にあたっては、会計が異なる（上水は企業

会計、下水は一般会計）ため、整備費用をどうするかが課

題である。 

・竣工図及び申請書に添付された地図の精度が上がっている

ので、1/500 の精度は必要となる。 

・下水については、掘削する関係上相対精度が必要となる。 

 



S1-5 

 

ヒアリング調査とりまとめ票 

ヒアリング先 葛飾区道路管理課 

 

運用中のシステム名称・種類 名称は特になし。GIS ソフト「SIS」を用いて各種情報を管

理している。 

データ名称 

 

■：主題的データ 

□：基盤的データ 

□道路台帳付図データ（道路管理センターから） 

□東京都都市計画 DB 

□国土地理院発行の数値地図 

□ゼンリン住宅地図 

□独自に測量して整備した「基準点」データ 

縮尺精度 ソースによって様々である。 

上記システムで

利用されている

大縮尺地図デー

タの仕様 

データのソース 上述のとおり 

データの更新方法・プロセス ・道路台帳付図データの更新は、道路管理センターで実施し

ている。 

・道路管理センターのデータであるが、電子納品されたデー

タをパソコンに取り込んで更新する方法が制度化されれ

ば実施したい。 

・CAD データには、測地座標はなくても、上述の基準点を記

載してもらうことで、これをもとに幾何補正により重ねる

作業をしている。 

県、民間等との連携についての方針等 ・東京都の都市計画 DB を利用している程度である。 

 

その他特記すべき事項 ・官民境界の折れ点は、浅草など細い路地が入り組んでいる

区域では、30m 程度のピッチで設置している。 

・上記点の座標値をすべて公開している。これを用いて、土

地の測量を行ってもらい、その成果をシステムに取り込ん

でいる。 

・上記点は、現地に「鋲」を設置しているが、亡失に備え、

「管理要綱」を定めて、復元などを行っている。 

・官民境界の折れ点を結ぶことで、道路の白地図ができる。

これを公開することを考えている。 

・精度については、事業を担当する課では用地買収等から高

い精度が必要と言っており、それ以外の業務では高い精度

は必要がないとのことである。 
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ヒアリング調査とりまとめ票 

ヒアリング先 横須賀市情報政策課 

 

運用中のシステム名称・種類 統合 GIS 

（参照系 GIS、簡易型 DB、情報公開型 GIS） 

データ名称 

 

■：主題的データ 

□：基盤的データ 

□都市計画基本図 

□地番図 

■水道利用者情報 

 

縮尺精度 都市計画基本図：1/1,000、1/2,500 のハイブリッド 

→建物、道路、河川などは 1/1,000 

地番図：1/1,000 

水道利用者情報：1/500 

 

上記システムで

利用されている

大縮尺地図デー

タの仕様 

データのソース  

データの更新方法・プロセス ・情報公開型 GIS において、各原課が持つ個別情報も提供し

ているが、鮮度を高めるため、2 ヶ月に 1 回、更新する仕

組みを運用している。 

 

県、民間等との連携についての方針等 ・データ共有のために、ユーティリティ企業との連携を考え

ているが、「コスト」、「既存システムとの融合」が課題。 

・GIS は広域で運用しないと意味がないため、県に連携につ

いて声をかけているが、予算的な問題ではかどっていな

い。 

・周辺の市にも声をかけた結果、隣接する三浦市では、基盤

図の仕様を横須賀市にあわせた。 

・「データセンター」を作ろうという話もあるが、1/1,000

～1/2,500 のレベルが限界ではないかと考えている。 

・最初は、「空間データのポータルサイト」といった形で始

めるのがよいと考えている。 

その他特記すべき事項 ・道路台帳、下水道については、要求する精度がそれぞれ

1/250、1/300 ときわめて高いため、デジタル化について

は現在検討中（予算確保が困難）。 

・簡易型 DB は、クライアントサーバ方式で、データ編集が

可能。市販の GIS エンジンを購入して利用。 

・平成 11 年度に、「横須賀市統合 GSI 基本計画調査」を実施

し、庁内の各課における地図データの要求精度を調査した

が、約 6 割の部署が、1/1,800～1/2,500 のレベルを要求

していることがわかった。（大縮尺を必要とするのは、施

設管理を行う部局であった） 
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ヒアリング調査とりまとめ票 

ヒアリング先 福岡市港湾局 

 

運用中のシステム名称・種類  

 

 

データ名称 

 

■：主題的データ 

□：基盤的データ 

■港湾管理台帳図 

 

 

縮尺精度 1/500 

 

 

上記システムで

利用されている

大縮尺地図デー

タの仕様 

データのソース  

 

 

データの更新方法・プロセス ・港湾局への申請事務（幅員証明等）は、年間１０数件なの

で、電子申請そのものを考えていない。 

 

県、民間等との連携についての方針等 ・他の地方自治体、民間との連携は特にないので問題は出て

ない 

・港湾道路については、福岡市土木局と関係がある（部局内

の連携である） 

 

その他特記すべき事項 ・主に港湾管理に利用。 

・運送会社が港湾道路の幅員証明の申請に利用 

・修正箇所を数値データで管理する（港湾台帳システムは整

備中） 
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ヒアリング調査とりまとめ票 

ヒアリング先 人吉市下水道課 

 

運用中のシステム名称・種類  

 

 

データ名称 

 

■：主題的データ 

□：基盤的データ 

■下水道現況図 

 

 

縮尺精度 1/500 

 

 

上記システムで

利用されている

大縮尺地図デー

タの仕様 

データのソース  

 

 

データの更新方法・プロセス ・電子申請情報の利用については、現在許認可等の業務がな

いので考えていない。 

 

 

県、民間等との連携についての方針等 ・他の地方自治体等との連携はない。連携しなくても問題は

ない。 

 

 

その他特記すべき事項 ・主に、市内の下水道施設の把握に利用 

・管渠、マンホール等の施設整備のために利用する 

・数値データは、下水道現況図を管理、修正する時に利用す

る 
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ヒアリング調査とりまとめ票 

ヒアリング先 高知県情報企画課 

 

運用中のシステム名称・種類  

 

 

データ名称 

 

■：主題的データ 

□：基盤的データ 

■公共用地買収 

■砂防指定地 

■急傾斜地指定区域 

□道路台帳（紙） 

□土地区画整理（紙） 

 

縮尺精度 ・公共用地買収：1/500 

・砂防指定地：1/500～1/5,000 

・急傾斜地：1/500～1/3,000 

・道路台帳：1/1,000 

・土地区画整理：1/500 

 

上記システムで

利用されている

大縮尺地図デー

タの仕様 

データのソース  

 

データの更新方法・プロセス ・電子申請を活用したデータ更新については、現時点で、電

子申請に係る位置情報の添付は現在行っていない。     

→今年度総務省の実験事業として実施予定であるが、     

電子地図は公的地図ではないため、位置図相当となる。 

・電子申請の添付図を用いる場合、原本性の確保（位置デー

タ改ざん等への対応）が課題となる。 

県、民間等との連携についての方針等 連携に関しては、以下の点が課題となる。 

・法規制（著作権法、適化法、個人情報保護条例・・・） 

・位置精度の整合性 

・利用料の徴収有無、データ更新ルールやファイル変換作業

などの運用体制 

 

その他特記すべき事項 ・データの公開については、個人情報については保護条例に

基づき対応することを考えている。 

→ただし、レイヤーを重ねることによって個人の特定や不

利益が生じる場合があれば、非公開を検討。 
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ヒアリング調査とりまとめ票 

ヒアリング先 高松市情報システム課 

 

運用中のシステム名称・種類  

 

 

データ名称 

 

■：主題的データ 

□：基盤的データ 

■下水道台帳 

 

 

縮尺精度 1/500 

 

 

上記システムで

利用されている

大縮尺地図デー

タの仕様 

データのソース  

 

 

データの更新方法・プロセス  

 

 

県、民間等との連携についての方針等 連携するにあたっては、以下の点が問題となる。 

・データフォーマットの形式 

・費用負担 

・データ提供の範囲（個人情報） 

 

その他特記すべき事項 ・今後、道路骨格について、1/500～1/1,000 程度のデータ

を整備していきたいと考えている。 
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ヒアリング調査とりまとめ票 

ヒアリング先 金沢市 

 

運用中のシステム名称・種類  

 

 

データ名称 

 

■：主題的データ 

□：基盤的データ 

□市道、国道、県道、その他道路 

□家屋計上 

□その他データ 

■下水道 

縮尺精度  

 市街化区域 市街化調整区域 都市計画区域外 

市道 1/500 1/500 1/1,000 

国道、県道、その他

道路 

1/1,000 1/1,000 1/1,000 

家屋計上 1/1,000 1/1,000 1/1,000 

その他データ 1/1,000 1/2,500 1/2,500 

 

 

上記システムで

利用されている

大縮尺地図デー

タの仕様 

データのソース ・下水のデータは、道路のＤＭデータを利用して作成してい

る。 

 

データの更新方法・プロセス ・電子申請の付図の活用については、今後考えていきたい。

ただし、庁内の調整が必要となる。 

・現在の更新作業は、道路については、道路台帳図を数値化

して年１回更新している。家屋については、固定資産のデ

ータを使用して年１回更新し、それ以外は航空写真を使用

して３年に１回更新している。 

 

県、民間等との連携についての方針等 現時点では考えていない。県も調査段階である。 

 

その他特記すべき事項 ・土木工事で業務に使う職員は、500 レベルの精度が必要で

ある。それ以外の職員は、道路がずれていても関係がない。

あらゆる職員が使うことを考えると 500 レベルの精度は

必要である。 

・データの公開については、大縮尺地図データの提供は紙媒

体に出力しての提供と、光磁気媒体による提供を実施。 
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ヒアリング調査とりまとめ票 

ヒアリング先 婦中町 

 

運用中のシステム名称・種類  

 

 

データ名称 

 

■：主題的データ 

□：基盤的データ 

□道路台帳 

□その他 

 

縮尺精度 ・道路台帳：1/500 

・その他町全域のデータ：1/2,500 

 

上記システムで

利用されている

大縮尺地図デー

タの仕様 

データのソース  

 

 

データの更新方法・プロセス 現在、更新作業は写真測量等による数値編集で行っているが

経費がかかる。 

今後、道路の拡幅、改良については、町所有のシステム及び

データを業者に貸与し、更新する方法と新規の道路について

は、CAD データを利用する方法を考えているが、電子申請の

利用については具体的なイメージがつかめない。 

 

県、民間等との連携についての方針等 現時点では考えていない。県に地図データを渡している程度

である。 

その他特記すべき事項 ・電子地図に対する要求精度は、設計などの業務では 500 レ

ベルを要求する。 
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ヒアリング調査とりまとめ票 

ヒアリング先 山田村（富山県） 

 

運用中のシステム名称・種類  

 

 

データ名称 

 

■：主題的データ 

□：基盤的データ 

□道路台帳 

■下水道台帳 

■森林基本図 

 

縮尺精度 ・道路台帳・下水道台帳：1/500 

・森林基本図： 1/5,000 

 

上記システムで

利用されている

大縮尺地図デー

タの仕様 

データのソース  

 

 

データの更新方法・プロセス ・現在、更新作業は、写真測量等による数値編集や変化箇所

の平面図を用いて随時修正を行っているが、費用がかか

る。 

・電子申請の利用については、時代の流れにより考えたい。 

 

県、民間等との連携についての方針等 現時点では考えていない。 

 

 

その他特記すべき事項 ・インターネットを用いてデータを公開することを予定して

いる。 
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ヒアリング調査とりまとめ票 

ヒアリング先 宇治市 

 

運用中のシステム名称・種類  

 

 

データ名称 

 

■：主題的データ 

□：基盤的データ 

□地番図 

 

縮尺精度 1/500 

 

上記システムで

利用されている

大縮尺地図デー

タの仕様 

データのソース  

 

 

データの更新方法・プロセス  

 

 

県、民間等との連携についての方針等 ・他の地方公共団体とは連携していない 

・民間データ（大阪ガスのデータ）とは、重ね合わせを行っ

たことがあるが、利用は考えていない。 

 

その他特記すべき事項 税情報と絡むとことから、データは未公開。 
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ヒアリング調査とりまとめ票 

ヒアリング先 山形県 

 

運用中のシステム名称・種類  

 

 

データ名称 

 

■：主題的データ 

□：基盤的データ 

 

 

 

縮尺精度 1/500 レベルの整備の実績はない。 

 

 

上記システムで

利用されている

大縮尺地図デー

タの仕様 

データのソース  

 

 

データの更新方法・プロセス  

 

 

県、民間等との連携についての方針等 連携については、以下の問題点、原因があると考えている。 

 

●問題点： 

共用空間データについて、更新、変更を担当する機関を明

確にすること。また、膨大なデータのため、予算措置無し

には、更新、変更が困難なこと。 

●原因： 

構築に関しては注意が払われるが、データ更新などの運用

に関しては充分なノウハウがないこと。 

 

その他特記すべき事項 ・現在整備・運用している小縮尺地図データの位置精度は、

±100m 程度の誤差がある。 

・また、上記データは、プライバシー情報が含まれる虞があ

るため、公開していない。 
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ヒアリング調査とりまとめ票 

ヒアリング先 尾花沢市 

 

運用中のシステム名称・種類  

 

 

データ名称 

 

■：主題的データ 

□：基盤的データ 

■下水道台帳 

 

 

縮尺精度 1/500 

 

上記システムで

利用されている

大縮尺地図デー

タの仕様 

データのソース  

 

 

データの更新方法・プロセス 統合型 GIS や電子申請の活用を目指しているが、まだ検討段

階で、まとめ方、仕様等が決められていない。 

 

県、民間等との連携についての方針等 位置精度の整合性、仕様が決まっていないため、実施にあた

っては問題が多い。 

 

その他特記すべき事項 法制度上の問題により公開していない。 
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ヒアリング調査とりまとめ票 

ヒアリング先 松江市 

 

運用中のシステム名称・種類 固定資産地理情報システム 

 

データ名称 

 

■：主題的データ 

□：基盤的データ 

□道路台帳 

 

 

縮尺精度 1/500(整備範囲は、市街化区域） 

 

 

上記システムで

利用されている

大縮尺地図デー

タの仕様 

データのソース  

 

データの更新方法・プロセス 電子申請の付図については、今年度まで整備期間なので、ま

だ活用はしていない。 

 

県、民間等との連携についての方針等 他の地方公共団体との連携又は民間との連携では、以下の問

題がある。 

１）他の団体で整備地区が特にないので、連携はしていない。 

２）合併問題が落ち着かないと、新しいことをしようとする

ことは難しい。 

 

その他特記すべき事項 ・要求精度については重要視しているが、現在のデータ作成

が、デジタイズによるため、計測基図の精度に左右されて

いる。 

・データの公開については、進める方向であるが、公図の不

備等で内容に未定の部分（境界等）があり、このままでは

公開できない。 
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ヒアリング調査とりまとめ票 

ヒアリング先 松阪市 

 

運用中のシステム名称・種類 統合型 

 

データ名称 

 

■：主題的データ 

□：基盤的データ 

 

 

 

縮尺精度 市街地：1/1,000 

山間部：1/2,500 

 

上記システムで

利用されている

大縮尺地図デー

タの仕様 

データのソース アナログ図よりマップディジタイズ 

（1/500 成したが現在は 1/1,000 レベルである） 

 

データの更新方法・プロセス ・現時点での修正は、道路台帳等を用いている。 

・更新周期は、５年、３年、道路・地番は毎年。 

・申請書等の付図等の使用は行っていない。また、竣工図

（CAD）の利用も行っていない。 

 

県、民間等との連携についての方針等  

 

その他特記すべき事項 ・システムは、主に都市情報管理、固定資産情報、上下水道

管理に利用。 

・電子地図に対する要求精度は、上記のとおり、1/1,000 と

1/2,500 である。なお、独自の作業規程として、「松阪市

公共作業規程」を定めている。 

・統合型 GIS 構築に向け、平成 13 年 1 月に「松阪市統合型

GIS 運営委員会」を立ち上げ、現在も続いている。以下の

項目を検討中。 

      ・運営の組織 

      ・活用するためのルール作り 

      ・セキュリティ 

      ・維持管理 

      ・個人情報保護 

・市の HP では、都市計画図のラスターデータや航空写真等

を公開している。 
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ヒアリング調査とりまとめ票 

ヒアリング先 豊中市 

 

運用中のシステム名称・種類 基本図データベース 

 

データ名称 

 

■：主題的データ 

□：基盤的データ 

□道路台帳を中心とした 330 項目からなるデータベース 

 

 

縮尺精度 1/500 

上記システムで

利用されている

大縮尺地図デー

タの仕様 

データのソース 航空写真からのデジタルマッピング 

データの更新方法・プロセス ・定期的に、航空写真測量による一括更新 

・日常的には、建物図形の更新作業として、マーキングデー

タによる仮データを運用。 

 

県、民間等との連携についての方針等  

その他特記すべき事項 ・市として公共基準点を高密度に配置し、開発行為等の測量

時にこれを利用するように指導している。 

 

・マンホールなどを利用した「位置参照点」を別途整備して

おり、更新の際に地図データと航空写真等との重ね合わせ

に利用している。 

 

・基本図データベースについて、CD-ROM により販売。 
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ヒアリング調査とりまとめ票 

ヒアリング先 世田谷区 

 

運用中のシステム名称・種類 世田谷区白地図データ 

 

データ名称 

 

■：主題的データ 

□：基盤的データ 

□世田谷区白地図データ 

 

 

縮尺精度 ・1/500（街区、道路、河川等、公園緑地） 

・1/2,500（境界、鉄道、建物） 

・1/10,000（境界、街区、道路、鉄道、公共建物敷地） 

上記システムで

利用されている

大縮尺地図デー

タの仕様 

データのソース PPP 方式により、民間事業者が作成したデータに対して、使

用料を支払って利用 

データの更新方法・プロセス ・定期更新については、PPP 方式により、民間事業者が実施。 

・上記のほか、日常的な申請情報をもとに、職員自らが地図

データの編集を行い、これを仮データとして運用してい

る。 

 

県、民間等との連携についての方針等 ・PPP 方式により、民間事業者の整備したデータを有効活用

する方法を実践中。 

 

 

その他特記すべき事項  
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ヒアリング調査とりまとめ票 

ヒアリング先 市川市 

 

運用中のシステム名称・種類  

 

データ名称 

 

■：主題的データ 

□：基盤的データ 

□共用空間データ 

 

 

縮尺精度  

上記システムで

利用されている

大縮尺地図デー

タの仕様 

データのソース  

データの更新方法・プロセス ・主な地物については、申請書・届出書に基づいて更新を行

う。建物などはポイントデータで管理する。 

県、民間等との連携についての方針等 ・世界測地系への移行に際し、市内に管轄する施設を持つ国

の機関（国道事務所、河川事務所）に、市内の地位毎に適

合した変換パラメータ、座標変換プログラムを提供し、改

算を依頼している。 

 

 

その他特記すべき事項  
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世田谷区白地図データ基本仕様書 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成１２年９月 

 

世 田 谷 区 

 

資料－２ 
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1. 事業概要 

本事業は、区が自由に取り扱うことができる白地図データベースを民間事業者主

体で構築および更新管理するものとする。事業の枠組みは、民間事業者が航空測量

等によりデジタルマッピングデータを独自に構築整備し所定の契約に基づき区での

利用を許諾するものであり、更に平成 13 年度から概ね 10 年間程度に渡り年間 1 回

のデータ更新を行うものとする。 

 

特記事項 

1) データの取得項目と取得方法により、概ね 1/500、1/2,500、1/10,000 の 3 種類に

分類される（詳細は別表参照）。 

2) 道路縁、歩道、河川境界等の項目は 1/500 縮尺精度の公共測量として実施。 

3) 1)で示す項目以外の建物、行政界等の項目は、測量法第６条に定める「基本測量

及び公共測量以外の測量」にて実施。 

4) 1/10,000 程度の縮尺で利用する世田谷区公共施設図のデータを提供。 

5) 1/10,000 データの対象範囲は、世田谷区外周に対して縮尺 1/10,000 で概ね 2cm

程度外側までを含むものとする（世田谷区全図と同等する）。なお、川崎市部分に

ついては区が川崎市のＤＭの使用承認を得て事業者に提供する予定である。 

6) 1/10,000 データは、1/500 および 1/2,500 で取得したデータの単純縮小ではなく

別座標で作成し、世田谷区全図と同等の表現が可能であること。 

7) 全てのデータは、図郭分割せずにシームレスのデータセットとして作成する。 

8) 撮影した航空写真をディジタルオルソフォトとし、空間配置、タイル分割を行う。

この際の画像解像度は、地上解像度 50cm 程度のフルカラー画像とする。 

9) 航空写真は緑被状況等が調査可能なように夏季に撮影した物を含むものであるこ

と。 

10) 注記の形式は、測量規程に必ずしも則らずに、見栄え重視とすることができる。

詳細は別途協議するものとする。 

11) データ形式は、世田谷区で稼動の基幹 GIS エンジン（SIS、MapObject、Geobase、

MapInfo）で運用可能なものとする。 

12) 成果品媒体メディアは、CD-ROM とする。 

13) データ仕様詳細は、下記別表の通りとする。 

以上 
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2..取得項目と精度 

 

分類 項目 データ 

タイプ 

1/500 で

取得 

1/2500

で取得 

1/10000

で取得 

備考 

都道府県界 線  ○ ○  

区界・町界・丁目界 面 △ ○ ○ 一部 1/500 にて取得 

境界 

支所界・出張所界 面  ○ ○  

街区 街区界 面 ○  ○  

道路縁 線 ○  ○ 公共測量（1/500 部分） 

高架道路 線 ○  ○  

橋梁 面 ○  ○  

歩道 線 ○   公共測量 

道路 

敷地内通路 線 ○  ○  

鉄道 線  ○ ○  

軌道 線  ○ ○  

鉄道 

駅舎 線  ○ ○  

建物 面  ○  1/500 が望ましい 

公共建物 面・点  ○ ○  

公共建物敷地 面  ○ ○  

門 点  ○   

建物 

建物記号 点  ○ ○  

河川敷界 面 ○  ○ 公共測量 

河川水涯線 面 ○    

 

河川等 

湖池 面 ○    

公 園 緑

地・緑道 

区域界 面 ○    

基準点 基準点 点     

画像 航空写真      
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3. 取得項目と定義 

 

大 項 目 項      目 地    物    定    義 

都道府県界 地方自治法に定める行政区画等の境とする。 
区界・町・丁目

界  
地方自治法に定める行政区画等の境とする。不確定境界は、世田谷区

の定義に基づくものとする。 

境界 

支所界・出張所

界 
世田谷区の定義に基づくものとする。 

街区 街区界 住居表示で定めた街区。（区が貸与する街区図を用いる） 
道路縁 不特定の人や車の通行の用に供せられていると推定される土地の区

画、高架下道路、トンネル、踏み切りとする。 
高架道路 高速道路、首都高速道路等、高架構造である道路の道路縁及び掘削部

とする。 
橋梁 目視により確認できる道路と河川、水路、緑道との交差部分とする。 
歩道 複断面道路の歩車道境界とする。 

道路 

敷地内通路 大規模な公園内の道路、学校・工場敷地内の道路、墓地内の道路、陸

上競技場の競争路など、幅員が 0.5m 以上の道路とする。 
鉄道 鉄道等の軌道敷界とし、トンネルなどの一部の軌道と一体となった施

設も含む。 
軌道 鉄道（地下鉄を含む）の概ね軌道の位置（原則として軌道敷の中心線）

とする。 

鉄道 

駅舎 駅舎およびプラットホーム上に建造された雨よけ等の屋根とする。 
建物 床、屋根、柱(または壁)で囲まれた空間の屋根伏せとする。 

（水平投射図形の形状が４㎡以上のものを取得対象とする。） 
公共建物 区立施設、官公署、警察署、消防署、学校、郵便局、病院の建物とす

る。 
公共建物敷地 公共建物のうち敷地が概ね５０００㎡以上の見かけ上の敷地界とす

る。 
門 公共建物のうち、石、コンクリート、れんが等でできた堅ろうな門柱

を有するもので、特に構造の大きなものとする。 

建物 

建物記号 公共建物の官公署、警察署、消防署、学校、郵便局、病院等とする。 
河川敷界 見かけ上の河川区域界、水路等の場合は被覆部の境界とする。 
河川水涯線 多摩川、野川の水涯線とする。 

河川等 

湖池 湖池の水涯線とし、被覆がある場合は被覆部の境界とする。 
公園緑地・

緑道 
区域界 公園緑地･緑道の敷地を取得する。（不明箇所については、区より資

料を貸与する。） 
基準点 基準点 世田谷区の２級、３級基準点とする。 
画像 航空写真 上空から地上を撮影した航空写真をデジタルオルソ写真として、空間

配置したものとする。 
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4. データ構造 

 

主題属性 大 
項 
目 

項目 空間 
属性 主題属性値 

（区分） 
主題属性値 
（番号） 

主題属性値 
（名称） 

主題図形 

備考 

都道府県界 線      
区界・町界・

丁目界  
面 区界、町界、

丁目界 
区で使用し

ているコー

ド 

区、町、丁目

名 
名称表示位置

（点） 
注１ 

境

界 

支所界・出張

所界 
面 支所界、出張

所界 
区で使用し

ているコー

ド 

支所、出張所

名 
名称表示位置

（点） 
注１ 

街

区 
街区界 面  街区番号 街区番号 名称表示位置

（点） 
注１ 

道路縁 線 高架下道路、

トンネル内、

踏切、その他 

 道路通称 名称表示位置

（点） 
注１ 

高架道路 線   道路名称（通

称） 
名称表示位置

（点） 
注１ 

橋梁 面   橋梁名称（通

称） 
名称表示位置

（点） 
注１ 

歩道 線      

道

路 

敷地内通路 線      
鉄道 線   鉄道名称 名称表示位置

（点） 
注１ 

軌道 線   鉄道名称 名称表示位置

（点） 
注１ 

鉄

道 

駅舎 線   駅名称 名称表示位置

（点） 
注１ 

建物 面  区の指示に

よるＩＤ 
  

 
 

公共建築物 面・

点 
区立施設、官

公署、警察

署、消防署、

学校、郵便

局、病院 

区の指示に

よるＩＤ 
施設名称 名称表示位置

（点） 
公 共 建 物 の

内 小 規 模 の

物、複合建築

物 内 の 一 部

の 物 は 点 で

取得する。 
注１ 

建

物 

公共建築物

敷地 
面 区立施設、官

公署、警察

署、消防署、

学校、郵便

局、病院 

関係する公

共建物のＩ

Ｄ 
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主題属性 大

項

目 

項目 空間

属性 主題属性値 
（区分） 

主題属性値 
（番号） 

主題属性値 
（名称） 

主題図形 
備考 

門 点 区立施設、官

公署、警察

署、消防署、

学校、郵便

局、病院 

関係する公

共建物のＩ

Ｄ 

   建

物 

建物記号 点 官公署、警察

署、消防署、

学校、郵便

局、病院 

    

河川敷界 面   河川名称 名称表示位置

（点） 
注１ 

河川水涯線 面      

河

川

等 
湖池 面   名称 名称表示位置

（点） 
名称のある

物のみ 
注１ 

公

園

緑

地、

緑

道 

区域界 面   公園、広場、

緑道名称 
名称表示位置

（点） 
注１ 

基

準

点 

基準点 点 ２級、３級 識別番号    

画

像 
航空写真 画像      

注１： 名称表示位置は、画面表示または印刷出力したときに見やすい位置に名称等が表示できる

ようにすること。 
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5. データ品質基準と品質検査方法 

 

5.1. 完全性 

5.1.1. 過剰と漏れ 

品質内容 適用範囲(大項目) 品質基準 品質評価方法 

実体のない

地物 

境界・街区・基準点 過剰と漏れについての所定の

品質検査方法に合格すること 

プログラムによる全数検査 

元資料（住居表示台帳など）

の件数とデータ件数を比較

する。 

元資料をそ

のまま入力

した地物 

境界、道路、鉄道、公

園緑地・緑道 

 サンプリングエリア（区道の

地下部分等）で資料と出図を

目視で比較検査。 

 属性に関しては区が提供

した元資料と一致を比較検

査。 

新たに計測

して作成し

た地物 

道路、鉄道、建物、河

川等、公園緑地・緑道 

 サンプリングエリアで画像

データと比較検査 

範囲による

調査 

画像 所定の範囲の画像データがあ

ること 

画像表示による検査 
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5.2. 論理一貫性 

5.2.1. 書式一貫性 

品質内容 適用範囲(大項目) 品質基準 品質評価方法 

地物の構成 全ての地物 各地物が定義された属性項目

を持ち、またその型が正しい

こと 

プログラムによる全数検査 

・例えば「街区界」の空間属

性は全て面であるか。 

・同じく「街区界」には必ず

街区番号という主題属性

があり、その型は整数であ

るか。 

 

5.2.2. 領域一貫性 

品質内容 適用範囲(大項目) 品質基準 品質評価方法 

位置情報の

範囲 

全ての地物 位置情報(座標)が世田谷区の

地理的範囲にあること 

プログラムによる全数検査 

Ｘ,Ｙの上限と下限を既存資

料から得て、その範囲内にあ

るかを調べる。 

主題属性の

範囲 

主題属性を持つ地物 各主題属性が所定の範囲内

(数値の場合)、または所定の値

のいずれか(コードの場合)で

あること 

プログラムによる全数検査 

・数値の場合には上限と下

限（または一方だけ）を既

存資料から得て、その範囲

内にあるかを調べる。 

・コードの場合には、定義さ

れているいずれかの値を

調べる。 

 



 

S2-9 

5.2.3. トポロジ一貫性 

品質内容 適用範囲(大項目) 品質基準 品質評価方法 

エリアのね

じれ 

エリア要素の地物 各エリアがねじれていないこ

と 

プログラムによる全数検査 

1 つのエリアを構成するラ

インが交差しないかを調べ

る 

ラインのね

じれ 

ライン要素の地物 各ラインがねじれていないこ

と 

プログラムによる全数検査 

１つのラインが自己交差

しないかを調べる。 

面として取得する境

界 

同じ項目同士で重ならないこ

と 

プログラムによる全数検査 

建物 同じ項目同士で重ならないこ

と 

プログラムによる全数検査 

河川等 同じ項目同士で重ならないこ

と 

プログラムによる全数検査 

エリアの重

なり 

公園緑地・緑道 同じ項目同士で重ならないこ

と 

プログラムによる全数検査 

境界の階層 区界、町界、丁目界 あるレベルの境界を集める

と、上位の境界に一致するこ

と 

目視またはプログラムによ

る全数検査 

・町丁界を集めると町界に、

町界を集めると出張所界（一

部を除く）に、出張所界を集

めると支所界に、支所界を集

めると区界になる。 

ラインの重

なり 

道路 同じ項目同士で重ならないこ

と 

プログラムによる全数検査 
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5.3. 位置精度 

5.3.1. 絶対位置精度 

品質内容 適用範囲(大項目) 品質基準 品質評価方法 

道路、河川、公園緑

地・緑道 

境界（街区と重なる区

界） 

０．２５ｍ サンプリングで地上測量に

よる検査 

現地真位置と

の乖離 

鉄道、建物 最低１．７５ｍ以上０．２５

ｍが望ましい 

サンプリングで地上測量に

よる検査 

 

5.3.2. 相対位置精度 

品質内容 適用範囲(大項目また

は項目) 

品質基準 品質評価方法 

街区界と道路縁 街区界と道路は整合している

こと。ただし、街区境が道路

以外の個所を除く。 

目視またはプログラムによ

る全数検査 

道路、鉄道、河川等と

建物 

道路縁等と建物が交わらない

こと。 

目視またはプログラムによ

る全数検査 

・道路縁等、鉄道のラインが

建物のエリアを重ならない

ことを調べる。さらに、河川

等のエリア内に建物が含ま

れないことを調べる。 

街区界と建物 すべての建物が街区界内にあ

ること。 

プログラムによる全数検査 

・すべての建物が街区界内に

あることを調べる。 

位置関係 

公園緑地・緑道と建物 公園等の境界線上に建物が交

わらないこと。 

プログラムによる全数検査 
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5.4. 主題精度 

5.4.1.分類の正確性 

品質内容 適用範囲(項目) 品質基準 品質評価方法 

区分の値 区分属性を持つ全て

の地物 

区分が正しいこと サンプリングエリアで資料、

航空写真と出図を目視で比

較検査 

 

5.4.2. 定性的な値の正確性 

品質内容 適用範囲(項目) 品質基準 品質評価方法 

名称の値 名称属性を持つ全て

の地物 

名称が正しいこと サンプリングエリアで資料

出図を目視で比較検査 

 

 

6. メタデータへの記載 

 

「地理情報標準第１版」によるメタデータを整備すること。項目は「地理情報標準第１版」

におけるメタデータ大分類のうち、以下を必須とする。メタデータは区へのデータ提供の際、

データに添付すること。 

 

・カタログ情報：データの概要を表し、利用者がデータを発見するために必要となる。 

・品質情報：品質情報の結果を報告する。本仕様書では、地物項目ごとに品質を定めている

ので、記述は地物項目ごとかつ品質項目ごとになる。 

・系譜情報：データ作成の元資料を示す。元資料と作成工程を示すことにより、利用者はお

およその品質を推測することができる。 

 

 

以上 
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平成１２年９月 ６日 

 

各 事 業 者  様 

 

世 田 谷 区 世 田 谷 総 合 支 所               

地域行政担当部地域行政担当課 

 

「ＰＰＰ（官民協力）方式で行う白地図データベース整備事業」 

企画提案書の提出について（依頼） 

 

 貴社ますますご清栄のこととお喜び申し上げます。 

 さて、世田谷区は、平成１３年度より区が自由に取り扱うことができる白地

図データベースについて情報提供を受けるサービスをＰＰＰ（Public Private 

Partnership:官民協力）方式で実施いたします。当該データは、区内全域の航

空測量を行って整備していただきます。この際に、道路台帳に関わる部分につ

いては公共測量とする必要があります。 

 データはいわゆる「共用空間データ」として庁内の各分野で利用いたします。 

 つきましては、区のパートナーとなる事業者様を選定いたしたく、下記要領

にて、御社の企画提案書の提出をお願いしたく、ご案内申し上げます。 

 

記 

 

１．本事業の主旨 

本事業は区全域のデジタルマッピングによる空間データを作成し、区に納

めていただき、毎年 1 回更新をしていただくものです。ただし、通常の発注

と異なり、初期投資及び、更新経費は民間事業者に負担していただき、区は

毎年度の契約によりデータの使用料をお支払いしてまいります。民間事業者

におかれましては本事業目的に添った最適な資金計画、運用により事業を実

施していただき、コストを縮減し、かつ事業成果を広く社会貢献に活用して

いただくことを期待しております。この主旨から本事業をＰＰＰ（官民協力）

方式、と呼びます。 

 

２．本事業のパートナー選定 

本事業の主旨をご理解いただき、その主旨にご賛同下さる事業者を対象に

企画提案書によるコンペを実施しパートナーとして選定してまいります。応

募要領（別紙 2-1）及び企画書等評価基準（別紙 2-2）は別紙のとおりです。 

資料－３ 
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３．本事業の概要 

本事業は主旨の項目で述べましたとおり民間事業者様主体で航空測量を行

い、デジタルマッピングデータを整備して毎年１回区に提供していただくも

のです。ただ、提供していただくデータの道路台帳に関する部分については

公共測量成果とする必要があることから測量法等関係法令の定めに従い、区

の公共測量作業規程に即してデータを作成していただきます。 

 データの仕様は世田谷区白地図データベース基本仕様書をご覧下さい。ただ

し、同基本仕様書に記述の内容は区として最低限求める内容です。事業者様

の創意工夫により基本仕様書以上の内容を実現していただければコンペの段

階でプラス評価してまいります。 

 事業の概要を整理すると次のような全体像となります。 

（１）道路縁、歩道、河川境界を取得するため１／５００の精度で公共測量を

実施していただきます。 

（２）同時に区から区の公共基準点を利用するための測量成果の使用承認を取

得していただき、測量法第６条に定める「基本測量及び公共測量以外の測

量」を行っていただきます。これは、（１）の公共測量の部分（道路縁等）

を除く建物、行政界等を取得していただくためです。ただし、別紙基本仕

様書に定める仕様を満足するデータであれば、別の手法により作成された

データであってもかまいません。 

（３）航空撮影された写真をデジタルオルソ写真に加工し、空間配置を行った

データとして提供していただきます。 

（４）１／１００００程度の縮尺で利用する世田谷区公共施設図のデータを提

供していただきます。別紙仕様を満足していれば作成・更新の手法は特に

指定いたしません。 

（５）全てのデータを毎年更新していただきます。 

 

４．本事業の契約形態 

区は本事業のパートナーとなる事業者と平成１２年度に平成１３年度から

概ね１０年間にわたるデータ提供についての基本協定を締結いたします。 

２年次目以降に更新データを提供していただく場合には、前年度と同じ仕

様であれば、前年度の価格を上回らないことを条件とさせていただきます。 

 第１回目の納品については、平成１３年度に契約を締結しデータを提供して

いただきます。その際の仕様は企画提案書で提案していただいた内容を基礎

として調整したものとします。更新の際、基本仕様を変更する場合には前年

度中に翌年度の基本仕様を示します。その際、その時点での技術水準、デー

タの活用計画等を勘案し、見積価格を提示して下さい。区は提示していただ



S3-3 

いた価格と区の積算額とを比較検討した上で契約いたします。その後このサ

イクルを繰り返します。 

 詳しくは基本協定案（別紙 2-3）をご参照下さい。 

 

５．本事業成果物の権利関係 

本事業で作成されたデータの権利は事業者に帰属します。区は使用契約を

締結した時点で以下の条件で使用許諾を受けるものとします。使用許諾の期

間に年限は設けません。ただし、作成から３年を経過した時点でデータの全

ての権利を区が無償で取得するものとします。 

（１）公共測量成果であるデータ 

     測量法に基づく公共測量データとして管理、運用することに必要な一切

の権利。事業者は自己の権利に属するデータであってもこれらのデータを

使用、複製するときは測量法に基づき、区に対し承認申請を行う必要があ

ります。区はこれらのデータを自由に利用、加工、複製、配布（区の事業

上の公共目的に限る）、インターネット上で画像としての公開ができるもの

とします。ただし、ただし、区は事業者の了解を得ることなしにこのデー

タの販売は行わないこととします（データの一部を抽出し２次利用したも

のを除く）。 

     なお、本項はデータにのみ適用するもので、公共測量の成果物は区に帰

属します。 

（２）その他の測量によるデータの内大縮尺のもの、 

     区はこれらのデータを自由に利用、加工、複製、配布（区の事業上の公

共目的に限る）、インターネット上で画像としての公開を行うことができる

ものとします。ただし、区は事業者の了解を得ることなしにこのデータの

販売は行わないこととします（データの一部を抽出し２次利用したものを

除く）。 

（３）デジタルオルソ写真 

     区はこれらのデータを自由に利用、加工、複製、配布（区の公共目的に

限る）、特定の部分を複製した物の頒布、インターネット上での公開を行う

ことができるものとします。ただし、区はこのデータを一括して印刷もし

くは磁気媒体に記録し、販売することは行わないこととします。 

（４）小縮尺（１／１００００程度）の公共施設図データ 

     区はこれらのデータを自由に利用、加工、複製、配布、頒布、インター

ネット上での公開、インターネットを通じた配布を行うことができるもの

とします。 
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６．納期（予定） 

平成１３年度の第１回目の契約時の納期は平成１３年９月末日を予定して

おります。 

７．本事業の説明会の開催について 

本事業の説明会を以下により行います。応募を検討されている事業者様は

ご参加ください。なお、事前に出欠を事務局までお知らせ下さい。 

 

（１）日時 平成１２年９月１２日(火) １３時３０分から１時間程度 

（２）場所 世田谷区役所第１庁舎５階Ｒ会議室 

（３）出席 ご出席は各社３名以内でお願いします。 

 

 

事務局：○○○○-○○○○ ○○○課 

E-mail:xxxx.xxx@xxxxx.xxx.xxxxxxxx 
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（別紙 2-1） 

 

ＰＰＰ（官民協力）方式で行う白地図データベース整備事業応募要領 

 

1 提案書の内容 

世田谷区がいわゆる共用空間データとして利用できる白地図データベースを

作成、維持管理、更新し、情報提供する方法等について以下により提案書を作

成し提出して下さい。 

 

２ 提案書に記述する事項 

  提案書には次の各項について記述して下さい。 

（１）本業務の目的に対する貴社の基本的な考え方 

（２）過去５年間の財務状況 

（３）データ取得方法の概要及び本業務の結果として提供できる成果 

（４）データの民間での活用など社会貢献に対する考え方 

（５）検討が進められている測量法改正に対する考え方 

（６）社名、担当者の所属、氏名、連絡先、メールアドレス 

 

３ 企画提案書の提出について 

（１）提出書類 

① 企画提案書 ３部 

② 本調査に類似する調査･研究等の実績（別紙様式－イ） ３部 

③ 企画提案書に記載した業務に関する概算見積書 １部 

・概算見積り金額は平成１３年度より２２年度まで各年ごとに算出のこと 

・概算見積り金額は毎年度同額である必要はありません 

 

（２）提出期限  平成１２年 ９月２２日（金曜日）午後５時 

 

（３）提出先    世田谷区世田谷総合支所地域行政担当部地域行政担当課 

 

４ 企画提案書作成上の注意 

（１）企画提案書の様式及びページ数  

  ・Ａ4版縦用紙に横書き、３０ページ以内とします。 

（２）本調査に類似する調査･研究等の実績（別紙様式－イ） 

  ・今回の業務と同種または類似する調査･研究等の実績を記述して下さい。 

   ５ページ以内とします。 
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（３）その他 

  ・提案書の表紙を除く本文部分に特定の事業者名が判別できるような記述

や記号の表示等を行わないこと。 

  ・後日、企画提案内容について説明をお願いする場合があります。 

 

５ その他 

（１）企画書の提出等に要する経費は提出者の負担になります。 

（２）提出していただいた資料等については１部を除いて後日返却いたします。

なお、提出事業者の承諾を得ない限り他者への公開は行いません。 

（３）本依頼内容に質問のある場合は、平成１２年９月１９日（火）までにＥ

－mail で御質問下さい。文書はテキストかマイクロソフトワードのどちら

かに限らせていただきます。 

     説明会に参加いただいた各社に対し、ご質問の日から４営業日以内にＥ

‐Mail を用いて、同一のマイクロソフトワードの文書ファイルで回答いた

します。 

 E-mail:xxxx.xxx@xxxxx.xxx.xxxxxxxx 
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（様式－イ） 

●類似する調査・研究等の実績 

 

共用空間データベース作成 

（精度混在型デジタル地形データ作成） 

業 務 名        

 

 

 

 

 

履 行 期 間          

発注者  

 

 

 

 

 

業務の概要        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

技術的特徴        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＰＦＩ等の事業実績 

業 務 名         

 

 

 

履 行 期 間          

発注者  

 

 

 

 

 

業務の概要        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

技術的特徴        
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（別紙 2-2） 

 

「ＰＰＰ（官民協力）方式で行う白地図データベース整備事業」 

企画書等評価基準 

 

１．企画提案書に関する評価基準 

（１）本業務の目的に対する基本的な考え方について 

・本業務の目的、事業の全体像を正しく理解しているか。 

 

（２）過去５年間の財務状況について 

・長期的にデータを提供できる安定した経営状況にあるか。 

 

（３）データ取得方法の概要及び本業務の結果として提供できる成果 

・データの作成方法は本業務の目的に照らして適正か。 

・提供できる成果は基本仕様書の内容を満足しているか。 

・基本仕様書以上の新たな提案があるか 

 

（４）データの民間での活用など社会貢献に対する考え方 

・データの性格を正しく理解し、社会的に活用する考えがあるか。 

 

（５）検討が進められている測量法改正が実現した場合の対処の考え方 

・法改正の目的を正しく理解したうえで、これに適切に対処し、ＰＰＰあるい 

 はＰＦＩ的観点から望ましい対応をとる考えがあるか。 

 

２ その他の評価基準 

（１）形式、期限等が守られているか。 

（２）充分な実績と技術力を備えているか。 

（３）概算見積りは適正であり、かつ区の財政計画と整合しているか。 
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（別紙 2-3） 

 

白地図データベースの提供に関する基本協定書（案） 

 

 世田谷区（以下「甲」という）と株式会社○○（以下「乙」という。）との間

で以下のとおり白地図データベースの提供に関する基本協定（以下「協定」と

いう。）を締結する。 

 

（協定の目的） 

第１条 

 協定は甲が、平成１３年度から概ね１０年間にわたり、第３条に定める空間

データを、乙から提供を受けるときに必要な事項を定めることを目的とする。 

 

（空間データ提供の契約） 

第２条 

 甲と乙とは協定に基づき前条に定める期間内において毎年度１回、甲の示す

内容及び仕様による空間データ提供に関する契約を締結することができるもの

とする。 

 

（空間データの内容及び仕様） 

第３条 

 前条の規定に基づき乙が提供する空間データ（以下｢データ｣という。）の内容

及び基本的な仕様は、別に定める基本仕様書(以下「基本仕様書」という。)に

よるものとする。ただし、データの項目、精度等について基本仕様書を上回る

内容であることを妨げない。また、データの著作権は次条に定めるところによ

る。 

 

（データの著作権） 

第４条 

 データの著作権は公共測量の成果物に関する部分を除き、全て乙に所属する。

乙は、データの内、公共測量成果に関する部分については測量法（昭和２４年

法律第１８８号）第４３条又は第４４条に定める承認を得た上で、その他の部

分に関しては自由に、これを第三者に販売若しくは、提供を行うことができる

ものとする。データを活用した二次加工（改変）により作成して得たデータベ

ースや各種図面等についても、また、同様とする。ただし、データの調整から

３年を経過したときは乙はデータの全ての権利を甲に無償譲渡するものとする。 
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（データの使用許諾条件） 

第５条 

 乙は第２条に規定する契約に基づき、次の条件で甲がデータを利用すること

を無期限に許諾する。ただし、この条件を緩和することを妨げない。 

（１）地物の真位置との差が標準偏差において１．７５ｍ以内である大縮尺の

空間データについては、データを一括して磁気媒体に記録し配布または頒布す

ることを除き（公共の目的に使用する場合を除く）、いかなる利用も甲の自由と

する。 

（２）デジタルオルソ写真については、データを一括して磁気媒体に記録し、

又は一括して焼き増し、複写、印刷して配布または頒布することを除き（公共

の目的に使用する場合を除く）、いかなる利用も甲の自由とする。 

（３）前２号以外のデータ等については、いかなる利用も甲の自由とする。 

 

（データの更新） 

第６条 

 乙は毎年１回データ更新を行うものとする。更新の時期は甲乙協議して定め

る。 

 

（品質管理） 

第７条 

 乙は、基本仕様書により各作業工程を適切に管理し、データ提供時において

必要な品質基準を達成していなければならない。また、基本仕様書による品質

評価を行い、その結果を甲に提出しなければならない。 

 

（瑕疵） 

第８条 

 乙の過失、又は疎漏に起因するデータの不良箇所または瑕疵が発見された場

合は、直ちに乙の負担において修正、補足するものとする。 

 

（法令上の手続等） 

第９条 

 乙は、自己の責任により測量法に定める測量成果の使用承認等データを作成

する際に必要な法令上の手続を遺漏なく行う。甲は法令上の手続きのほか、本

協定に基づくデータ作成のために乙から甲の所有する資料の提供についての要

請があった場合、法令等に抵触しない限り遅滞なくこれに協力する。 
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（データの使用料） 

第１０条 

 甲が乙に支払うデータの使用料は、毎年度甲の積算と乙の見積もりを比較検

証して決定する。ただし、甲の指示によりデータの仕様及び使用許諾条件を変

更しない限り翌年度の使用料は前年度の使用料を上回らないこととする。 

２ 外部の要因により本条の遵守が困難になった場合には双方誠意を持って協

議する。 

 

（疑義） 

第１２条 

 協定に記載のない事項及び、協定に関し疑義を生じた場合は、甲乙協議する。 

 

 

平成１２年 月  日 

 

  甲 世田谷区世田谷４－２１－２７ 

   世田谷区長 大 場   啓 二 

 

  乙 ○○○ 

   ○○株式会社 代表取締役 ○○ ○○ 
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資料－４ 

 

大縮尺地図データの整備・更新方法 

－大阪府地区における取り組み（実証実験）－ 

 

１ 概要 

地方自治体における大縮尺地図データの整備・更新では、費用を軽減するために

公益企業等民間の地図データの有効利用も重要となる。 

民間地図データの有効利用では、ＧＩＳモデル地区実証実験（大阪府地区）の一環

において、大縮尺地図データの整備・更新にかかる費用の低減とデータの共有を実現

するために、地方自治体と民間企業が連携して大縮尺地図データを整備・更新する具

体的な方法について検討し、実際の業務で利用することを通じて有用性の実証が行わ

れている。 

このような方法について、調査した結果と「平成 14 年度ＧＩＳモデル地区実証実験報

告書」（注）から抜粋して整理したので、以下に紹介しておくこととした。 

      

（注） 総務省、経済産業省、国土交通省「平成１４年度ＧＩＳモデル地区実証実験（大阪府

地区）報告書」の国土交通省国土計画局実施事業から抜粋 

 

２ 大縮尺地図データ整備・更新の取り組み 

国土交通省国土計画局実施事業での大阪府地区における取り組みでは、ＧＩＳの基

盤となる大縮尺地図データ（以下、地域空間基盤データという。）の整備・更新に要する

費用の削減を図るために、民間の地図データを利用して地域空間基盤データを整備

する具体的手法及び日常業務で発生する情報を地域空間基盤データの更新に活用

する具体的手法について提示し、この手法の有用性を検証している。 
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３  地域空間基盤データの整備 

（１） 目標 

富田林ＤＭ、大阪府ＤＭ、民間データ等を有効活用し、多大なコストをかけることな

く、官民相互で利用できる地域空間基盤データを整備することを目標とした。 

 

（２） 実施場所 

場所： 大阪府富田林市 

 

（３） 整備する地域空間基盤データ 

・道路データは５００レベル 

・道路以外のデータは２５００レベル 

 

（４） 利用するデータ 

・大阪府ＤＭデータ  

・富田林ＤＭデータ 

・大阪ガス地形データ 

 

（５） 検討内容 

      地方自治体が既存の民間データを利用して、官民相互で利用できる地域空間基盤 

データを整備する手法を検討した。この手法を検討するにあたっては、整備したデータ 

が公共測量成果となることを要件とした。 

 

（６） 事業実施フロー 

 大阪地区における実証実験で提案された地域空間基盤データの整備方法は、図Ｓ４

－１のとおりである。 
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測量計画の策定（作業規程第5条） 

成果品の受領（作業規程第15条） 

測量成果の提出（測量法第40条） 

測量計画機関（地方自治体） 測量作業機関 

測量作業方法の指示案を作成（作業規程

第１６条を適用して製品仕様書を作成） 

公共測量実施計画書の提出（測量法第

36条） 

民間データ等の調達 

民間データの品質評価  

 

該当地域のデータを再作成 

基盤データの作成 

作成データの出荷検査 

品質評価報告書の作成 

作成データの納品 

作成データの受入検査（作業規程第15

条） 

公共測量作業規程の策定(測量法第33条

に基づいて国土交通大臣へ承認申請) 

国土地理院の長 

技術的助言の受領（測量法第36条） 

作業を指示（作業規程第16条） 

計画書の受領 

  
技術的な助言

(測量法第36条) 

不合格 

不合格 

合格 

合格 

品質評価結果 

出荷検査結果 

受入検査結果 
不合格 

測量成果の審

査（測量法第41

条) 

合格 

        図 S４－１ 大阪府地区の実証実験で検討した地域空間基盤データの整備方法（案） 
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（７） 実証実験の内容 

地域空間基盤データ整備の大阪府地区における実証実験の内容は、以下に示すと

おりである。 

１） 製品仕様書の作成 

富田林市は、既存の民間データを利用して地域空間基盤データを作成する方法

が、公共測量作業規程に規定されていないことから作業規程第１６条の機器等及び

作業方法に関する特例を適用して、公共測量成果の地物定義と品質要求を決定し、

製品仕様書を作成した。 

製品仕様書には、製品仕様識別、製品の目的、地理的範囲、時間的範囲、参照

系、応用スキーマ、符号化仕様、品質要求、品質評価、メタデータ、その他のオプシ

ョンの１１項目を記載した。 

品質における完全性、論理一貫性、位置正確度、時間正確度、主題正確度の品

質要素及び品質副要素は、「大縮尺数値地形図データ作成に係わる仕様書記載事

項、品質要件及び品質評価手順の基準（案）」（国土地理院）（以下「品質の基準

（案）」という。）に定められている「品質要素毎における品質の重みの指標基準

（案）」、「品質副要素別品質基準（案）」及び「品質の重み別位置正確度の規定値

（案）」における1/500 レベル位置正確度の重みの指標を参照して過度の要求をしな

いように決定した。決定した品質要求は「空間基盤データ地物別要求一覧表」として

整理し、品質要求定義書に記載した。 

 

２） 公共測量実施計画書の提出 

事業を実施するにあたっては、公共測量実施計画書を国土地理院長に提出して、

技術的助言を求めた。 

 

    ３） 民間地形図データの品質評価 

民間地図データを利用する場合には、民間データの品質が明確になっていること

が要求される。大阪ガス地形図データには品質を示すものが存在しなかったため、

本実証実験では、測量作業機関が測量計画機関から提示された製品仕様書の品

質要求を満足することができるかどうか、品質の基準（案）に従って品質評価を実施

し、品質要求を満足できるかどうか検証した。 

品質評価にあたっては、大阪ガス地形図データの品質が地域によって異なるため、

データ作成方法の違いに対応して地域を分割し、各地域において抜き取り検査を行

った。 

     

４） 民間データの品質評価が不合格と判定された場合の対応 

測量作業機関は、民間データの品質評価が不合格となった地域について、測量
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計画機関から提示された製品仕様書の品質要求を満足させるために、再作成をする

必要がある。 

 

５） 作成データの品質評価（出荷検査） 

測量作業機関は、出荷検査にあたり作成したデータが製品仕様書に記載した品質 

を満足するかどうかの評価を品質評価手順書に従って実施した。そして、品質評価

の結果を「品質の基準（案）」に従って品質評価報告書を作成した。  

 

６） 作成データの品質評価（受入検査） 

富田林市は、測量作業機関から納品されたデータが品質要求を満足しているかど

うかを確認するための検査を行った。検査は納品されたデータについて、品質評価

報告書による確認と道路台帳現況平面図（ラスターデータ）との差を目視によって検

査した。 
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４ 地域空間基盤データの更新   

（１） 目標 

官と民が共有して利用できる地域空間基盤データを効率的に更新するために、日

常業務で発生する情報を活用して更新する手法を提示し、この手法の有効性を実証

的に検証することを目標とした。 

 

（２） 実験場所 

場所： 大阪府高槻市 

 

（３） 更新対象地図データ 

高槻市５００レベルＤＭデータ 

 

（４） 更新に利用するデータ 

 ・府道及び市道の工事完成図書 

 ・開発工事の移管図書 

・建築確認申請書の添付図書 

   

（５） 検討内容 

地方自治体において日常的に集まる申請データ及び納品データを仮レイヤに蓄積

し、仮レイヤにそれらのデータが十分蓄積された段階で、このデータを利用して地域空

間基盤データを更新する手法を検討した。この手法を検討するにあたっては、更新後

のデータが公共測量成果となることを要件とした。 

 

（６） 事業実施フロー  

      大阪地区における実証実験で提案された地域空間基盤データの更新方法は、図Ｓ４－

２のとおりである。 
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測量計画の策定（作業規程第5条） 

成果品の受領（作業規程第15条） 

測量成果の提出（測量法第40条） 

測量計画機関（地方自治体） 測量作業機関 

測量作業方法の指示案を作成(作業規程

第16条を適用して製品仕様書の作成) 

公共測量実施計画書の提出（測量法第

36条） 

納品・申請データの品質評価 

納品・申請データの品質評価

報告書を作成 

 

 

該当地域のデ

ータを実測で

再作成 

データの更新作業 

データの出荷検査 

品質評価報告書の作成 

データの納品 

データの受入検査（作業規程第15条） 

納品・申請データの受付 

国土地理院の長 

技術的助言の受領（測量法第36条） 

作業を指示（作業規程第16条） 

計画書の受領 

  技術的な助言

(測量法第36条) 

不合格 

不合格 

合格 

合格 

品質評価結果 

出荷検査結果 

受入検査結果 
不合格 

測量成果の審

査測量法第41

条) 

合格 

納品・申請データ品質評価報告書を受領 

納品・申請データ品質評価報告書の確認 

   

       図 S４－２ 大阪府地区の実証実験で検討した地域空間基盤データの更新方法（案） 
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（７） 実証実験の内容 

地域空間基盤データ更新の大阪府地区における実証実験の内容は、以下に示すと

おりである。 

１） 申請データ及び納品データを仮レイヤへ蓄積  

高槻市が受け付けた納品・申請データを仮レイヤに蓄積し、仮レイヤにデータが

十分蓄積されたと判断した段階で、測量の計画を策定した。 

 

２） 製品仕様書の作成 

高槻市は、納品データ及び申請データを利用して地域空間基盤データを更新す

る方法が、作業規程に規定されていないことから公共測量作業規程第１６条の機器

等及び作業方法に関する特例を適用して、公共測量成果の地物定義と品質要求を

決定し、製品仕様書を作成した。 

品質要求における品質要素及び品質副要素については「品質の基準（案）」に定

められている1/500 レベル位置正確度の重みの指標を参照して決定した。 

日常業務で発生する情報を利用して公共測量成果を更新するためには、公共測

量成果に対する品質要求だけでなく、更新に利用する納品データ及び申請データ

に対しても品質が保証されていることが要求され、その品質要求も決定する必要があ

る。本実証実験では、利用対象とした全てのデータに対して「品質の基準（案）」に従

って公共測量成果と同等の品質要求を決定した。 

 

３） 公共測量実施計画書の提出  

事業を実施するにあたっては、公共測量実施計画書を国土地理院長に提出して、

技術的助言を求めた。 

 

４） 納品データ及び申請データの品質評価 

納品・申請データは、多数の民間企業等によって作成されており、データ毎に品

質のバラツキが発生する。このため、品質評価を全数に対して実施する必要がある。        

測量計画機関は、測量作業機関が納品・申請データを地方公共団体から入手す

る必要があるため、製品仕様書には仮レイヤに蓄積した納品・申請データを利用す

ることを明示する必要がある。 

本実証実験では、納品・申請データを利用して公共測量成果を更新する方法が

初めてであったため、事前に高槻市と測量業者で納品・申請データを利用すること

を決定した。 

 

５） 納品データ及び申請データの品質評価結果が不合格となった場合の対応 

高槻市は、納品・申請データの品質評価結果が不合格になった場合、測量作業 
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機関が作業規程に従って実測で更新データを取得し、数値編集を行うこととして測

量の計画を策定した。 

 

５ まとめ   

 官民がそれぞれの業務で利用できる地域空間基盤データを安価に整備するために、

民間データを活用して公共測量で実施する方法を提示することができた。 

また、地域空間基盤データを効率的に更新するために、地方自治体に日常的に集

まる情報を活用して公共測量で更新する方法を提示することができた。 

   

６ 今後の検討課題 

      本調査における検討では、道路管理関係の業務を中心に民間データの活用を検討

したが、一層幅広い用途を対象に整備・更新、運用方法を検討する必要がある。 

また、民間データとして、大阪ガスの地図データを用いたが、地方自治体毎に考え

方が異なればデータの流通、相互利用の障害になる可能性もあることから、官民相互

にメッリトが享受できるように、さらに、広域での活用に繋がっていくように、著作権等権

利関係の検討を進めていく必要がある。 

 

 

 

 


